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序     文 

 

「地方自治研修能力強化計画プロジェクト」は、2007 年 10 月 24 日に署名・交換された討議議事

録（Record of Discussions: R/D）に基づき、タンザニア連合共和国（以下、タンザニア）において、

多くの研修機関によって地方自治体職員対象に提供されている研修を首相府地方自治庁が総合的に

管理し、より良い研修実施に向けた戦略を策定する能力の強化を目的に実施してきています。 

今般、プロジェクト協力期間の終了を 2010 年 12 月に控え、独立行政法人国際協力機構（JICA）

は、2010 年 6 月 7 日から 6 月 26 日までの間、終了時評価調査団を派遣し、タンザニア側関係者と合

同で、これまでの活動実績の確認や目標達成等について総合的な評価を行いました。これらの評価結

果及び提言内容は、本プロジェクトの合同調整委員会での協議を経て、協議議事録に添付することに

より関係者間で確認されました。 

 最後に、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表します。 

 

平成 22 年 10 月 

 

    独立行政法人国際協力機構 

タンザニア事務所長 勝田 幸秀 
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プロジェクト位置図 
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（地方自治研修所） 



 
第 3回合同調整委員会の様子。終了時評価結果及び提言が承認された。 

 

 
地方自治研修所の現在の外観。次々と新しい校舎や寮が建設されている。 
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終了時評価結果要約表（和文） 

１．案件の概要 

国 名：タンザニア連合共和国 案件名：地方自治研修能力強化計画プロジェクト 

分 野：ガバナンス―地方行政 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：タンザニア事務所 協力金額（評価時点）：1 億 3,000 万円 

協力期間： 
2008 年 5 月～2010 年 12 月 

先方関係機関：首相府地方自治庁（Prime Minister’s Office, 
Regional Administration and Local Government） 

日本側協力機関：特になし 

他の関連協力：地方自治庁へのアドバイザー派遣（2002～2007）、国別研修「タンザニア国地方行

政改革プログラム研修」（2002～2006）、現地国内研修による郡・村レベルの行政長官の能力開発

（2001～2008）、開発調査「地方自治体参加型計画策定プロセスの改善調査」（2006～2008）、地

方自治強化のための参加型計画策定とコミュニティ開発強化プロジェクト（2009～2013） 

１－１ 協力の背景と概要 

タンザニア連合共和国（以下、タンザニア）は、政治的、財政的、行政的な権限を中央から地方

自治体に委譲することを目的とした地方分権化を推進し、2000 年から地方行政改革プログラム

（LGRP）を実施している。これにより、住民に一番近い地方自治体が地域特有の条件・ニーズに

合った行政サービスを実施することができることをめざしている。 

しかし、改革に着手してから約 10 年が経過し、法整備や制度設計で進展があるものの、地方自

治体指導層のリーダーシップの欠如、権限や予算の受け皿となる地方自治体のキャパシティの低さ

がボトルネックとなり実施の面で課題を抱えている。地方自治体職員の能力強化については、一義

的には各自治体の責任の下にあり、中央から配賦された予算を基に職員育成計画を作成し、必要な

策を講じることになっているが、一方で、自治体のニーズに合った研修を適時適切に提供できるよ

うな効果的な研修の仕組みを国全体として構築することは、中央政府の重要な役割であり、首相府

地方自治庁が担うことになっている。 

地方自治庁は、地方自治体向けの研修枠組みを見直す必要があるとして、そのための支援をわが

国に要請し、2007 年 10 月に討議議事録（Record of Discussions：R/D）の署名・交換が行われ、地

方自治庁地方自治体局人事課をカウンターパート(C/P)として、2008 年 5 月より 2010 年 12 月まで

の 2 年 7 カ月の予定で本「地方自治研修能力強化計画」プロジェクトが開始された。 

今次の終了時評価調査は、2010 年 12 月のプロジェクト終了を控え、タンザニア側と合同で終了

時評価調査を行い、これまで実施した協力について、当初計画に照らし、プロジェクトの活動実績、

プロジェクト目標達成度等について評価を行い、協力期間終了後の対応方針について協議すること

を目的として実施された。 

 
１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 
地方自治体のニーズに合った研修が、戦略的に、十分調整され、持続的な方法で実施される。

 
(2) プロジェクト目標 

地方政府職員を対象としたより効果的な研修の仕組みが導入されることで、地方自治庁の研

修運営管理に係る能力が強化される。 
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(3) アウトプット 
1. 地方自治庁主導により、地方自治体向け研修戦略（以下、研修戦略）のための組織横断的

な調整システムが構築される。 
2. 地方自治庁によって研修戦略が策定され、関係者に周知される。 
3. 「中核となる研修機関（LTI）」に選ばれた機関において、研修運営管理業務を実施してい

くための基盤が整備される。 
 

(4) 投入（評価時点） 
日本側： 
長期専門家派遣  1 名（地方行政/業務調整） 
短期専門家派遣  3 名（研修戦略策定、カリキュラム・教材作成、組織管理） 
研修員受入れ   4 名 
機材供与     360 万円  
ローカルコスト負担  1,849 万 6,000 円（28 万 9,000 タンザニア・シリング）*  

*2010 年 3 月末時点。C/P 第三国研修、一部供与機材購入費含む 
タンザニア側： 

C/P 配置  延べ 7 名 
土地・施設提供  長期専門家用執務室、短期専門家用執務室/執務スペース、会議室、 

カンファレンスホール 
ローカルコスト負担   光熱水道費 

２．評価調査団の概要 

調 査 者 
 

団長 /総括：長谷川 敏久（JICA タンザニア事務所 次長） 
計画管理：山本 美奈子（JICA タンザニア事務所 所員） 
地方行政：Honorina Ng’omba（JICA タンザニア事務所 在外専門調整員）    
評価分析：房前 理恵（㈶国際開発高等教育機構 国際開発研究センター主任） 

調査期間 2010 年 6 月 7 日～2010 年 6 月 26 日 調査区分 終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) アウトプットの達成見込み 
＜アウトプット 1：地方自治庁主導により、地方自治体向け研修戦略のための組織横断的な調整

システムが構築される＞ 
プロジェクトは、タンザニア政府の地方行政改革プログラムフェーズ II（LGRP II）の諮問

機関である人材管理タスクフォース（HRMTF）を地方自治体向け研修に係る組織横断的な調

整委員会として活用することに成功した。さらに、プロジェクトの支援により研修戦略の実

施のため、地方自治庁の部局間及び同庁と地方自治研修所（LGTI）との調整を図る研修戦略

実施ワーキンググループ（WGITS）が設立された。プロジェクトによるこれらの活動は研修

実施における LGRP II とのアラインメントを強く意識したものである。これらの事実から、関

係機関間の調整システムは予定どおり構築されたと判断できる。 
ただし、プロジェクトが既存の政府側組織として活用した上記 HRMTF は、その存在基盤で

ある LGRP II の開始が遅れたことから活動は停滞した。これが本件の 重要成果品である研修

戦略（成果 2）を、すべての関係者の十分な合意形成の下に策定するという本アウトプットの
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本旨を十分に達成できたとはいい難い面があることも指摘しておかねばならない。 

＜アウトプット 2：地方自治庁によって研修戦略が策定され、関係者に周知される＞ 
2010 年 3 月に研修戦略の 終ドラフトが HRMTF の会合に提出され、5 月に地方自治庁次官

により承認された。さらに、戦略実施アクションプランのドラフトが 2010 年 3 月に作成され、

研修実施を担う WGITS も設立された。ステークホルダーに対する同戦略の普及活動はまだ行

われていないが、プロジェクト終了までに計画されているワークショップの開催により達成

される見込みである。 

＜アウトプット 3：中核となる研修機関（LTI）に選ばれた機関において、研修運営管理業務を

実施していくための基盤が整備される＞ 
LTI として、LGTI が 2009 年 11 月に地方自治庁次官により正式に認定された。認定に先立

ち 7 月には研修の管理、監督に関する新しい業務を担う調整・品質管理部（DCQA）が LGTI
内に設置され、LTI 3 カ年計画のドラフトが策定された。LTI として研修管理運営業務を担っ

ていくため、LGTI はカリキュラム・教材開発をひととおり経験し、その手法を取りまとめた

マニュアルが策定された。また、地方自治庁からの研修運営管理機能移管に関するワークシ

ョップも実施された。プロジェクトの残りの期間内に、新しい機能を担うための具体的なノ

ウハウや手法についての標準化手続きの準備が予定されており、それをもって基盤整備は完

了する見込みである。 
 

(2) プロジェクト目標の達成見込み 
本プロジェクトはこれまでに、研修戦略の策定、地方自治体に対する研修に係る助言委員

会としての HRMTF の活用、地方自治庁の部局間及び LGTI の間の内部調整メカニズムとして

の WGITS の設置、研修提供の管理・監督役としての LTI の設置により、研修実施のための新

しい枠組みを構築したが、枠組みはまだ動き始めて間もなく、地方自治庁の協力・調整能力

は向上し始めたところである。LTI としての機能を担うための LGTI の再編成は進捗をみせて

おり、新しい責務を果たすのに必要な標準化手続きの準備がまだ残っているが、プロジェク

ト期間内に終了する予定である。これらの実績から、プロジェクト目標は期間内に達成され

る見込みであると判断できる。 
 
３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 
本プロジェクトのプロジェクト目標、上位目標は、タンザニア政府の地方分権政策と整合

性が高く、また、地方自治庁のニーズと合致していること、タンザニア政府の地方自治セク

ター・プログラムである LGRP II へのアラインメントを意識し、同プログラムに貢献するアプ

ローチを採っていること、日本の援助政策との整合性も高いことから、本プロジェクトの妥

当性は高い。 
 

(2) 有効性 
本プロジェクトは、地方自治体に対する研修提供の新しい枠組みを導入し、地方自治庁の

組織横断的調整能力は向上し始めている。新しい枠組みにおいて中心的役割を担うべき LTI
が機能するためには、残りのプロジェクト期間において引き続き準備が必要であるが、プロ
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ジェクト目標は期間内に達成される見込みである。アウトプットからプロジェクト目標に至

る外部条件（研修戦略が依って立つべき上位政策である公務員研修政策が策定されること）

が満たされていないが、特に大きな影響は考えにくいことから、本プロジェクトの有効性は

高いと判断できる。ただし、評価のベースとなるプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

が作成されたのが終了時評価 4 カ月前の 2010 年 2 月であり、この時点でプロジェクトの達成

指標が明確になったことに留意する必要がある。 
 

(3) 効率性 
プロジェクトのアウトプットはプロジェクト終了時までに達成される見込みであるが、C/P

の他業務による多忙さ、外部条件である LGRP II の始動の遅れ、当初のプロジェクトデザイン

に起因するプロジェクト目標達成に直接貢献しない活動の存在など、実施プロセスにおいて

起こったさまざまな問題が活動の効率性に影響を与え、プロジェクトマネジメントの負担と

なったことから、本プロジェクトの効率性は中程度と判断される。 
 

(4) インパクト 
研修戦略が策定され、新しい研修提供の仕組みができあがって間もないため、上位目標の

達成見込みは現時点では予測が困難であるが、プロジェクトにより策定された研修戦略が効

果的に実施されることにより、達成の可能性が高まる。一方、これまでにプロジェクトが与

えた正の影響として、プロジェクトが LGRP II の諮問機関である HRMTF を活用したことによ

り、同タスクフォース（TF）の活発化に貢献したことが挙げられる。 
 

(5) 持続性 
本プロジェクトの効果は、いくつかの課題が適切に対処されることにより持続性が高まる

と考えられる。本プロジェクトの効果継続、更にはインパクトの発現に不可欠である研修戦

略の効果的実施には、新しい枠組み、メカニズムの浸透が大きな意味をもつ。したがって、

持続性の確保には、その役割を担う WGITS の活発な活動が非常に重要である。また、WGITS
同様に重要な役割を担う LTI に対する予算の確保、さらに LTI が効果的に機能していくために

DCQA の能力強化が必要である。地方自治庁においては、プロジェクトの効率性を阻害する

一因となってきた C/P の他業務の負担が、組織改編、業務見直しによって軽減することが期

待される。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 
プロジェクトは、HRMTF の活用を通じ既存の機構を活用して上位プログラムである LGRP 

II とのアラインメントを確保するとともに、新しいメカニズムである WGITS を設置し、関係

者間の調整機能を更に強固にした。これらを通じ、地方自治庁の調整能力が高まった。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
プロジェクトの活動の遅れやプロジェクト当初計画のあいまいさなどの問題は、2 度の運営

指導を通じたプロジェクトの軌道修正、計画の具体化により対処されており、プロジェクト

の成功に大きく貢献している。 
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３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 
プロジェクトの当初計画のスコープが期間に比較し大きかったこと、プロジェクト当初

PDM が作成されておらず、内容にあいまいな部分を残したままであったことなどから、プロ

ジェクトマネジメントが難しくなり、効率性に影響を与えた。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
地方自治庁の C/P が他の業務で多忙であり、また、会議開催許可を得るのに非常に時間が

かかるなど、組織的な問題がプロジェクトの効率性に影響を与えた。 
当初、成果 1 に係る研修戦略策定の議論のプラットフォームとなることを想定していた

HRMTF は、会議調整が困難であったため、十分な開催頻度が確保できず、また出席者が集ま

らず機能不全に陥った。そのため、急遽、戦略の素案についてメンバーから個別にフィード

バックを受けるという形にアプローチを変更せざるを得なくなった。このアプローチの変更

により、予定の倍以上の時間をかけて戦略は 終的に承認されたものの、関係者間の異なる

利害関係を公式の場で調整するという意味でのコンセンサス形成過程は十分とはいえなかっ

た。コンセンサス形成というプロジェクトの も本質的な成果達成のために、プロジェクト

終盤に、地方自治庁内にこの役割を担う組織横断的（LTI を含む）機構として WGITS を設置

することとしたが、この軌道修正への対応が遅延したことはプロジェクトの効率性を阻害し

た要因である。 
 
３－５ 結 論 

本プロジェクトはタンザニア政府の地方分権化政策、地方自治庁のニーズに合致したものであ

る。特に、本プロジェクトは地方自治体に対する研修戦略を策定し、それを実施するメカニズムを

構築したことにより、地方分権化政策の実現プロセスに大きく貢献したといえる。今後重要なこと

は、調整された研修システムが実現し、ひいては地方自治体職員の能力改善につながるよう、地方

自治庁をはじめとする関係機関がプロジェクトにより構築されたメカニズムを確実に機能させて

いくことである。そのためには、研修運営管理に関し中核的な役割を期待される LTI の更なる能力

向上が必要である。 
 
３－６ 提 言 

本プロジェクトの成果を踏まえて、タンザニア政府が今後展開すべき活動の 3 本柱は以下のとお

りである。 
 完成した研修戦略を着実に実施すること。また、各セクターを巻き込んだ形で更に発展さ

せることを含め、将来的には必要に応じて更なる適正な改定を行うべきである。 
 LTI が、求められる役割と機能を適正に果たせるように能力・組織強化を行うこと。 
 受益側である地方自治体が、適正にその職員の研修ニーズを把握し、それを基に人材育成

計画を策定し、その成果を業務向上に 大限に活用できるよう体制を整備すること。 
 
これらを踏まえ、更に細かな提言を以下のとおり 3 つのフェーズに分けて示した。 
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＜プロジェクト終了までに実施すべきこと＞ 
(1) 10 月の総選挙までに、研修戦略の普及を完了すること。ただし、地方自治体に余計な期待

を抱かせないよう、段階的実施に向けたスケジュールも合わせて提示すること。 
(2) LTI が研修管理業務を遂行するための予算が確保されるよう引き続き対応すること。また、

現在中間レビューを行っている LGTI の 5 カ年戦略書の中で DCQA の役割を明記すること。 
(3) LTI の基盤整備の総仕上げとして、地方自治庁から移管された業務に係る手続きの標準化を

進めること。また、地方自治庁から継続的な支援を行うこと。 
(4) 活動予算については、関係者間で計画段階から十分な議論を尽くし、双方の負担を明らか

にすること。 
 
＜プロジェクト終了まで、及びプロジェクト終了後においても実施すること＞ 

(5) WGITS のメンバーは誰一人欠けることなく、定期的に集まって研修戦略実施のモニタリン

グと評価を行い、上記の戦略を着実に実施すること。 
(6) 地方自治庁人事課の役割はますますその重要性を増しているにもかかわらず、同課の職員

数は業務量と責任に比して極端に少ない。地方自治庁は同課の増員を検討すべきである。 
(7) 研修戦略の諮問を行う HRMTF は、地方自治庁とその他の機関とがさまざまなイシューに

ついて話し合う有益な場であり、地方自治庁は LGRP II を実施していくなかで、組織的な取り

組みとしてその機能を強化すべき。 
(8) 地方自治庁の関連部局は、地方自治体における人材育成に関するプロジェクト/業務の情報

共有を適時・適切に行い、避けられる重複は避け、組織全体として効率的に業務を遂行するこ

と。 
 
＜プロジェクト終了後において実施すること＞ 

(9) 研修戦略を将来改定する際には、今回含めなかったセクター省庁が地方自治体に直接提供

する技術研修の要素を含めることが望ましい。 
(10) 研修戦略の全面的な普及についてはプロジェクト終了後、地方自治庁が責任をもって行う

こと。 
(11) DCQA が LTI としての機能を全面的に担えるようになるためには、組織及び個人の両方の

面で更なる能力強化と経験を積む必要がある。地方自治庁はそのための LTI 支援の環境を整

備すること。 
(12) 活動 3.2 の成果物である研修開発マニュアルは、DCQA の中に蓄積し、今後の活動において

広く活用すること。 
 
３－７ 教 訓 

(1) 実施機関のキャパシティ・ディベロップメントを目的としたプロジェクトの場合、事前の

調査では詳細が詰めきれず、能力強化の度合いがあいまいであったり、協力期間に比して高い

目標を設定することは協力準備時点ではやむを得ない面もあるが、そのような場合はプロジェ

クト開始後なるべく初期の段階で目標値を設定し関係者でイメージを共有する一方で、モニタ

リングを徹底し、定期的に指標を確認するなど、柔軟かつ丁寧なプロジェクトマネジメントが

必要である。そのため、PDM を用いたマネジメントが有効であり、小規模プロジェクトの場

合であっても PDM を省略すべきではない。 
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(2) 本プロジェクトでは、研修戦略策定のための調整メカニズムの構築という成果に対し、プ

ロジェクト開始以前から存在した既存のタスクフォースを活用しようと試みたが、同タスクフ

ォースは、そのそもそもの存在目的である LGRP II の開始が遅れたため思ったように機能して

いなかった。このため本件では同タスクフォースに当初の目的に沿った機能が望めなかったこ

とから、関係者との個別のコンサルテーションを通じて戦略を策定する方法を採った。しかし、

調整メカニズムを構築するそもそもの目的は、研修戦略に関して関係者が議論を尽くして納得

のうえで合意するというコンセンサスビルディングの場の提供であったはずである。その調整

メカニズムを経ずに戦略書が策定されたことで、形としての成果を求めるあまり、本質的な成

果を見失ってしまったことが悔やまれる。この経験から、類似のプロジェクトを実施するにあ

たっては、まず既存の組織・機構の活用を検討することは間違いではないが、その組織・機構

がプロジェクトの求めている機能を発揮できないと分かった時点で、目的達成のために他の代

替策に切り替えるという決断を迅速に行うことが重要である。 
 
(3) 本プロジェクトでは、C/P 側からのローカルコスト負担がほとんどなかった。毎年度の活

動計画を立てる際に合わせて予算計画についても C/P と議論がされておらず、加えて、相手国

政府の予算サイクルを念頭に置いて、次年度の予算要求時期の前に議論を行う必要があった

が、協力期間の後半に慌てて対応したが遅かった。コストシェアリングのためには、プロジェ

クト開始直後に予算について双方の責任を明確にすることが肝心である。その際は、相手側に

どこまでを求め、日本側でどこまでカバーするべきか、プロジェクトごとの状況や同セクター

で実施している他案件等の状況も踏まえて、協力開始時にその基準を明確にしておく必要があ

る。他方、プロジェクトを進めるにつれて、当初計画では予期しなかったが、プロジェクト目

標達成に不可欠な活動が出てくることは珍しいことではない。こうした場合には、双方が話し

合って柔軟な対応を行う余裕も必要である。 



viii 

終了時評価結果要約表（英文）Summary of the Terminal Evaluation 

I. Outline of the Project 
County: The United Republic of 
Tanzania 

Project title: The Project for Capacity development for Local 
Government Training 

Issue/Sector: Local Governance Cooperation scheme: Technical Cooperation Project 

Office in charge: JICA Tanzania 
Office 

Total cost：JPY 130 million 
 

Period of Cooperation:  

(R/D) May 2008 - December 
2010 

Partner Country’s Implementing Organization: Prime Minister’s 
Office, Regional Administration and Local Government 

Supporting Organizations in Japan: None 

Related Cooperation: Dispatch of Local Governance Advisor (2002-2007),  Country-focused 
Training”Local Government Reform Programme in Tanzania” (2002-2006)、In-country trainings for Ward 
Executive Officers, Mtaa Executive Officers, Village Executive Officers (2001-2008）、The Study on 
Improvements of Opportunities and Obstacles to Development Planning Process (2006-2008), Technical 
Cooperation in Strengthening Participatory Planning and Community Development Cycle for Good Local 
Governance (2009-2013)  

1  Background of the Project 
The Government of Tanzania (GoT) has pursued the Decentralization by Devolution (D by D) policy 
through local government reform. They are facing a number of challenges in implementing the policy, such 
as low awareness of the policy among the government officials and lack of leadership and capacity on the 
part of Local Government Authorities (LGAs).  

The Japanese government has been providing support to the government of Tanzania in line with Local 
Government Reform Programme (LGRP) aiming at capacity development for improved service delivery at 
Local Government Authorities under “the Technical Cooperation in Capacity Development for Local 
Government Training” (hereinafter called “the project”) The project started in May 2008 and expected to 
end in December 2010. Implementing partners of the project is Prime Minister’s Office, Regional 
Administration and Local Government (PMO-RALG) and Japan International Cooperation Agency (JICA). 

Based on the recognition that development of absorptive capacity of the LGAs is an utmost priority, the 
project has supported the efforts of PMO-RALG to build an effective training provision system. The new 
system envisages the introduction of a Lead Training Institution (LTI) that is expected to play a leading role 
in LGA training and the transfer of major functions on administration of training provision along with the 
budget from PMO-RALG to LTI, which would allow PMO-RALG to focus on policy-making and strategy 
formulation.  

There are two experts currently working in the project: a long-term expert on local governance is based in 
PMO-RALG; and a short-term expert on institutional management is supporting the transfer of functions 
from PMO-RALG to LTI.  
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2 Project Overview  
(1) Overall Goal 
Demand-driven training for Local Government is implemented in a strategic, well-coordinated and 
sustainable way. 
(2) Project Purpose 
Capacity of PMO-RALG (HQ, LTI) to manage training for LGAs is improved by installing more efficient 
framework for training provision. 
(3) Outputs 
1. Inter-institutional coordination system for LGA training strategy led by PMO-RALG is established. 
2. A comprehensive mid-term strategy for LGA training is developed by PMO-RALG and shared with 

stakeholders 
3. Foundation to function as the Lead Training Institution is established in selected institution. 

(4) Inputs 
Japanese Side:  

Long-term Expert     1 (Local Governance / Project Coordinator) 
Short-term Expert    3 (Training Strategy Development, Curriculum/Material Development and 

Institutional Management) 
Trainees received     4  
Equipment           JPY 3.6 million 
Local Cost            JPY 18.5 million (TZS 289 million )*  

*The expenses for C/P training and some equipment are included. 

Tanzanian Side:  
Counterpart          7  
Land and Facilities   Office space for experts and necessary facilities, meeting rooms and conference 

halls. 

II. Evaluation Team 

Members 
of 
Evaluation 
Team 

Tanzanian side:  
Ms. Salock S. Musese (Team Leader) 

Director, Organizational Development, PMO-RALG  
Mr. Lucius Mwenda (Evaluation Analysis) 

Senior Human Resource Officer, Division of Administration and Personnel 
Japanese side:  
Mr. Toshihisa Hasegawa (Team Leader) 

Senior Representative, JICA Tanzania Office 
Ms. Minako Yamamoto (Project Planning) 

Representative, JICA Tanzania Office 
Ms. Honorina Ng’omba (Local Government Specialist)  

In-house consultant (Governance), JICA Tanzania Office 
Ms. Rie Fusamae (Evaluation Analysis) 

Program Officer, International Development Research Institute, Foundation for Advanced 
Studies on International Development 
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Period of 
Evaluation 

June 7th to June 26th, 2010 Type of 
Evaluation 

Terminal Evaluation 

III. Results of Evaluation 

1  Project Performance 
(1) Achievement of Outputs 
Output 1: Inter-institutional coordination system for LGA training strategy led by PMO-RALG is 
established. 
The project has utilized Human Resources Management Taskforce (HRMTF), which was formed under 
LGRP II, for inter-institutional coordination on LGA training, and also has set up the Working Group for 
Implementation of the Training Strategy (WGITS) as an internal coordination mechanism among different 
divisions of PMO-RALG and LGTI. By installing such mechanisms with a view to firm alignment with 
LGRP II, it can be concluded that an inter-institutional coordination system for LGA training strategy has 
been established.  
 
Output 2: A comprehensive mid-term strategy for LGA training is developed by PMO-RALG and 
shared with stakeholders. 
The Training Strategy was developed and approved by the Permanent Secretary of PMO-RALG in May 
2010. The first draft of the action plan for implementation of the Strategy was prepared in March 2010 and 
WGITS has been established for internal coordination in implementing the Strategy. Though dissemination 
of the Strategy has not yet taken place, workshops are planned for the remaining period of the project. 
 
Output 3: Foundation to function as the Lead Training Institution is established in selected institution.
LTI was officially appointed by Permanent Secretary of PMO-RALG in November 2009, and prior to the 
appointment, the Department of Coordination and Quality Assurance (DCQA) was established to coordinate 
actors in the new training provision system and assure quality of training. Following the establishment, a 
three years Strategic Plan for LTI was prepared. In order to administer training provision, LTI has learnt in 
the project a method/mechanism to develop curriculum and materials, and official transfer of the functions 
from PMO-RALG to LTI took place in a workshop. The foundation to function as LTI will be established 
when the remaining activities for development of standardized procedures on the new responsibilities are 
completed.  
 
(2) Achievement of Project Purpose 
The project provided a new training framework for training provision for LGAs by developing the Training 
Strategy for LGAs, utilizing HRMTF as an advisory board for LGA training, appointment of LTI to 
administer and oversee training provision, and establishing WGITS as an intra-coordination mechanism 
among divisions of PMO-RALG and LTI. The capacity of PMO-RALG on inter-institutional collaboration 
and coordination has just begun to improve under this new framework. On LTI’s part, the restructuring of 
LGTI to perform the new functions as LTI has been in progress. It will be completed in the remaining period 
of the project when standardized procedures are developed and therefore it can be concluded that the Project 
Purpose is expected to be achieved before termination of the project.  
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2  Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 
The relevance of the project is high. Both the Project Purpose and the Overall Goal of the project are 
consistent with the Decentralization by Devolution (D by D) policy of the Tanzanian Government, and in 
line with the needs of PMO-RALG, which has been facing challenges towards improvement in management 
of training for LGAs. It has contributed to the efforts of LGRP II by producing one of the intended outputs 
under the programme and by ensuring alignment of the project with it in various ways. The project is also in 
line with Japan’s Country Assistance Program for Tanzania as well as JICA’s Country Assistance Strategy 
toward Tanzania, both of which prioritize the area of local government reform for assistance.  
 
(2) Effectiveness 
The effectiveness of the project can be evaluated high. The project introduced a new training framework for 
training provision for LGAs. Under the new framework, the capacity of PMO-RALG on inter-institutional 
collaboration and coordination has begun to improve and the restructuring of LGTI to perform the new 
functions as LTI has been in progress and is planned to be completed by the end of the project period. 
Though an important assumption that the Training Policy for the Public Service is enforced is not met, it is 
not very likely to have a significant impact on the new framework.  

On the other hand, it should be born in mind that this evaluation is based on the project plan that was 
elaborated in the form of the PDM only 4 months before the evaluation study.  
 
(3) Efficiency  
Efficiency of the project is evaluated fair although the outputs are expected to be produced by the end of the 
project term. All the three expected Outputs of the project are likely to be produced by the project 
completion. However, there were various issues that affected efficiency of the project including: hectic 
schedule of PMO-RALG’s C/Ps; delay in the launching of LGRP II, which is an Important Assumption 
described in the PDM; and ambiguity and ambitiousness of the original design of the project. Those 
problems have made project management more complex and time-consuming, though the project responded 
to most of the problems in flexible manners.  
 
(4) Impact 
The new system for training provision for LGAs has just been introduced under the project. The prospects 
for the achievement of Overall Goal depend largely on the effective implementation of the Training Strategy, 
for which the availability of the required funds is critical.  

A positive impact of the project has been observed. The project utilizes the HRMTF, which was set up under 
LGRP II, as an advisory board for the implementation of the Training Strategy and thereby it has been 
facilitating activities of the TF, which would otherwise not have been as much active.  
 
(5) Sustainability 
The effects of the project are likely to be sustained if some issues are handled properly. Sustainability of the 
project depends on successful implementation of the Training Strategy and in this regard, the effectiveness 
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of WGITS will have to be ensured. With regard to LTI, an equally important actor in implementing the 
Strategy, securing the budget and developing the capacity to perform the new functions are of critical 
importance. On the side of PMO-RALG, reduction of workload of the Human Resources Section of Division 
of Local Government (DLG) will enhance sustainability of the project effects.  
   
3-3  Factors that promoted realization of effects  
(1) Factors concerning the Planning 
The project ensured its alignment with LGRP II through utilization of an existing mechanism under LGRP II 
and also enhanced internal coordination at PMO-RALG by setting up a new mechanism, namely the 
WGITS. In this way, the coordination capacity of PMO-RALG on LGA training provision has been 
improved.  
(2) Factors concerning the Implementation Process 
The monitoring mission dispatched by JICA twice contributed to a great extent to the achievement of the 
project. The mission effectively coped with problems the project encountered in the course of 
implementation, such as the delay in project activities and ambiguousness of the original project plan, by 
making adjustments to the original project plan and elaborating it in the form of PDM.  
 
3-4  Factors that impeded realization of effects 
(1) Factors concerning Planning 
Ambitious and ambiguous design of the project made project management very difficult and affected the 
efficiency of the project implementation.  
 
(2) Factors concerning Implementation Process 
PMO-RALG’s organizational problems such as heavy workload of DLG personnel and time-consuming 
process of obtaining permission for holding meetings, have sometimes hampered smooth implementation of 
the project.  
 
3-5  Conclusion 
The project is relevant to the Tanzanian government policy towards D by D and serves the needs of 
PMO-RALG. It has indeed contributed to the realization process of the policy by producing concrete results 
such as development of the Training Strategy for LGAs and setting up a mechanism to implement it.  

It is imperative for all the concerned parties to ensure that the mechanism established through the project 
will function towards a well-organized, coordinated training system and ultimately improved capacity of 
LGA staff. In view of that, the further capacity development of LTI is required to perform the expected role 
for LTI under the Training Strategy.  
 
3-6  Recommendations 
Activities to be carried out during the remaining period of the project 
(1) Dissemination of the Training Strategy to RSs and LGAs as soon as possible. 
(2) Follow-up on the budget request made for DCQA and incorporation of the new roles of LTI into the 
current LGTI Strategic Plan. 
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(3) Discussions among PMO-RALG, LGTI and JICA about the issue of cost-sharing. 
(4) Continued assistance from PMO-RALG to LTI 
 
Activities to be carried out by the end of the project and continued after the project period. 
(1) WGITS ensure participation of all the concerned stakeholders in its meetings. 
(2) It is desirable for PMO-RALG to consider the possibilities of staff increase at DLG-HR 
(3) PMO-RALG seeks the ways to organize HRMTF meetings more efficiently. 
(4) Divisions of PMO-RALG share information on all the capacity building projects. 
 
Activities to be carried out after the project period. 
(1) PMO-RALG covers training activities by sector ministries in the Training Strategy and discuss opinions 
from RSs and LGAs at higher platform during implementation of the Training Strategy. 
(2) PMO-RALG continues to mainstream the Training Strategy, and provides a clear document indicating 
mandate of LTI and considers incorporating this in the Act. 
(3) LTI strengthens its capacity with support from PMO-RALG and PMO-RALG ensures support for them. 
(4) PMO-RALG and LTI fully utilizes the outputs from Activity 3.2(procedure for curriculum development)
 
3-7  Lessons Learned 
(1) Accurate contents of the project have to be defined in an early stage of a project and reviewed from time 
to time during its implementation. 
(2) There is a question whether alternative structures should be sought in order to achieve intended 
objectives if an existing structure is not functioning. 
(3) All arrangements regarding management of fund and project activities should be clearly defined and 
transparent in order to facilitate cost-sharing and ownership of the recipient country. 
(4) Flexible financial measures should be considered when a project finds some additional activities 
necessary to achieve its objectives. 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯 

タンザニア連合共和国（以下、タンザニア）は、政治的、財政的、行政的な権限を中央から地方自

治体に委譲することを目的とした地方分権化を推進し、2000 年から地方行政改革プログラム(LGRP)

を実施している。これにより、住民に一番近い地方自治体が地域特有の条件・ニーズに合った行政サ

ービスを実施することができることをめざしている。 

しかし、改革に着手してから約 10 年が経過し、法整備や制度設計で進展があるものの、地方自治

体指導層のリーダーシップの欠如、権限や予算の受け皿となる地方自治体のキャパシティの低さがボ

トルネックとなり実施の面で課題を抱えている。地方自治体職員の能力強化については、一義的には

各自治体の責任の下にあり、中央から配賦された予算を基に職員育成計画を作成し、必要な策を講じ

ることになっているが、一方で、自治体のニーズに合った研修を適時適切に提供できるような効果的

な研修の仕組みを国全体として構築することは、中央政府の重要な役割であり、首相府地方自治庁が

担うことになっている。 

地方自治庁は、地方自治体向けの研修枠組みを見直す必要があるとして、そのための支援をわが国

に要請し、2007 年 10 月に討議議事録（Record of Discussions：R/D）の署名・交換が行われ、地方自

治庁地方自治体局人事課をカウンターパート(C/P)として、2008 年 5 月より 2010 年 12 月までの 2 年

7 カ月の予定で本「地方自治研修能力強化計画」プロジェクトが開始された。 

今次調査は、2010 年 12 月のプロジェクト終了を控え、タンザニア側と合同で終了時評価調査を行

い、これまで実施した協力について、当初計画に照らし、プロジェクトの活動実績、プロジェクト目

標達成度等について評価を行い、協力期間終了後の対応方針について協議することを目的に行われ、

2010 年 6 月 23 日、合同評価レポートを合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）に提出

し、ムセセ組織開発局長と長谷川 JICA 終了時評価調査団長との間で評価調査内容に関するミニッツ

の署名・交換が行われた。 

 

１－２ 調査目的 

(1) プロジェクト・デザイン・マトリックス(Project Design Matrix:PDM)に基づき、これまでのプ

ロジェクト活動の進捗状況及び実績を確認する。 

(2) プロジェクトの活動及び成果について、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

持続性）の観点から評価を行う。 

(3) 上述評価結果を受けた提言・教訓について、タンザニア側 C/P と共通認識を形成する。 
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１－３ 調査団の構成 

日本側調査団の構成 

氏 名 担当分野 所 属 

長谷川 敏久 総  括 JICA タンザニア事務所 次長 

山本 美奈子 計画管理 JICA タンザニア事務所 所員  

Honorina Ngomba 地方行政 JICA タンザニア事務所 在外専門調整員 

房前 理恵 評価分析 財団法人国際開発高等教育機構  

国際開発研究センター主任 

 

タンザニア側調査団の構成 

氏 名 担当分野 所 属 

Ms. Salock S. Musese Team Leader Director of Organizational Development 

PMO-RALG 

Mr. Lucius Mwenda Evaluation Analysis Senior Human Resource Officer 

Department of Administration and Personnel 

 

１－４ 調査日程 

日順 月日 曜日 行 程 

1 6 月 7 日 月 房前団員（評価分析） 成田発 → ドバイ 

2 6 月 8 日 火            ドバイ → ダルエスサラーム着 

3 6 月 9 日 水 
JICA 事務所表敬・打合せ 

人事院へのヒアリング調査 

4 6 月 10 日 木 

JICA 事務所打合せ 

アイルランド大使館、スウェーデン大使館へのヒアリング調査 

下田専門員、地方自治強化のための参加型計画策定とコミュニティ開

発強化プロジェクト専門家との打合せ 

5 6 月 11 日 金 移動 ダルエスサラーム → ドドマ 

6 6 月 12 日 土 プロジェクト専門家との打合せ 

7 6 月 13 日 日 資料作成 

8 6 月 14 日 月 
プロジェクト C/P との打合せ 

地方自治庁側評価チームとの打合せ（評価方針確認） 

9 6 月 15 日 火 C/P らへのアンケート・ヒアリング調査 

10 6 月 16 日 水 

地方自治研修所（LGTI）表敬訪問 

C/P らへのアンケート・ヒアリング調査 

山本団員、ンゴンバ団員移動（ダルエスサラーム → ドドマ） 

11 6 月 17 日 木 
地方自治庁側評価チームとの打合せ（日程確認） 

団内打合せ 
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12 6 月 18 日 金 調査分析 

13 6 月 19 日 土 調査分析 

14 6 月 20 日 日 団内打合せ 

15 6 月 21 日 月 
団内打合せ 

長谷川総括移動（ダルエスサラーム → ドドマ） 

16 6 月 22 日 火 
地方自治庁側評価チームとの協議 

（調査結果、評価分析結果説明） 

17 6 月 23 日 水 合同調整委員会（JCC） 

18 6 月 24 日 木 
移動 ドドマ → ダルエスサラーム 

JICA 事務所報告 

19 6 月 25 日 金 房前団員 ダルエスサラーム発 → ドバイ 

20 6 月 26 日 土      ドバイ → 成田着 

 

１－５ 主要面談者 

(1) 人事院（President’s Office Public Service Management） 

Mr. Erasmus G. B Minja  Principal Economist 

 

(2) 首相府地方自治庁（Prime Minister’s Office-Regional Administration and Local Government） 

Ms. Salock Musese   Director of Organizational Development（組織開発局長） 

Mr. S. Kahitwa  Ag. Director of Local Government（地方自治体局長代理） 

Ms. Helen R. Macha  Asst. Director, Human Resource Section, Division of Local  

  Government（地方自治体局人事課長） 

Mr. Victor Kategere  Asst. Director, Division of Organizational Development 

 

(3) 地方自治研修所（Local Government Training Institute：LGTI） 

Dr. Kisusu   Ag. Rector 

Mr. Asajile L. Muwambambale Head of Department of Coordination and Quality Assurance (DCQA) 

Mr. Yusuph Mashala  Section of Short Courses, DCQA 

Ms. Magdalena Katunzi  Section of Quality Assurance, DCQA 

Mr. Deusdetus Bahati  Section of Coordination, DCQA  

 

(4) ドナー関係者 

Ms. Jennifer Matafu  Senior National Programme Officer. Local Governance,     Embassy  

  of Sweden 

Ms. Florida Henjewele  Governance Advisor, Embassy of Ireland 

 

(5) JICA 関係者（敬称略）  

下田 道敬  国際協力専門員 
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古川 美晴  JICA タンザニア事務所 企画調査員（地方行政） 

鈴木 淳介  地方自治研修能力強化計画プロジェクト  

地方行政/業務調整専門家 

佐々木 雅子 地方自治研修能力強化計画プロジェクト  

地方自治研修所組織強化専門家 

藍澤 淑雄 地方自治強化のための参加型計画策定とコミュニティ開発強化    

プロジェクト 総括 

柿崎 芳明 地方自治強化のための参加型計画策定とコミュニティ開発強化    

プロジェクト 参加型地域社会開発専門家 
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第２章 プロジェクトの概要 

 

２－１ プロジェクトの概要（終了時評価時点） 

(1) 協力期間：2008 年 5 月 1 日～2010 年 12 月 15 日（2 年 7 カ月間） 

 

(2) 相手国実施機関： 首相府地方自治庁 地方自治体局人事課 

     相手国協力機関： 同上 組織開発局 

 同上 州行政局 

 地方自治研修所（LGTI） 

 

(3) 目 標 

1) 上位目標 

    地方自治体のニーズに合った研修が、戦略的に、十分調整され、持続的な方法で実施される。 

   

2) プロジェクト目標 

地方政府職員を対象としたより効果的な研修の仕組みが導入されることで、地方自治庁の研

修運営管理に係る能力が強化される。 

 

(4) 成 果 

1) 地方自治庁主導により、地方自治体向け研修戦略（以下、研修）の包括的戦略策定のための

組織横断的な調整メカニズムが構築される。 

2) 地方自治庁によって研修戦略が策定され、関係者に周知される。 

3) 「中核となる研修機関（LTI）」に選ばれた機関において、研修運営管理業務を実施していく

ための基盤が整備される。 

 

(5) Project Design Matrix（PDM） 

付属資料 1．に本プロジェクトの PDM を示す。 

 

なお、本プロジェクトは小規模プロジェクトとして、協力開始前に PDM は作成されず、2007

年 10 月の R/D で合意された Master Plan（２－２参照）に基づいて実施されていた。しかし、プ

ロジェクトマネジメント強化の必要性から、2010 年 2 月に PDM が作成され、2010 年 6 月に実

施された JCC で承認された。 

 

２－２ 当初計画（協力開始前） 

(1) 目標（変更なし） 

1) 上位目標 

地方自治体のニーズに合った研修が、戦略的に、十分調整され、持続的な方法で実施される。 
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  2) プロジェクト目標 

地方政府職員を対象としたより効果的な研修の仕組みが導入されることで、地方自治庁の研

修運営管理に係る能力が強化される。 

 

(2) 成果（下線部分がのちの変更箇所） 

1) 地方自治庁主導により、地方自治体向け研修戦略（以下、研修）の包括的戦略策定のための

組織横断的な調整メカニズムが構築される。 

2) 地方自治庁によって研修戦略が策定され、関係者に周知される。 

3) 「中核となる研修機関（LTI）」に選ばれた機関の研修能力が強化される。 

活動 - LTI を選定する 

      - LTI の組織・課題分析を行う 

      - 研修プログラム、カリキュラム策定、Training of Trainers、モニタリング・評価シス

テム確立、情報公開等の能力を強化する 

      - 研修をパイロット的に実施する 

 

２－３ 協力アプローチ 

本プロジェクトの構成は、成果 2 の研修戦略策定を中心に据えて、その前後を成果 1 と成果 3 でサ

ンドイッチ型に補完することで、プロジェクトとしてのより包括的な成果を発現しようとしたもので

ある。すなわち、戦略策定の前には、関係者が納得のいくまで議論を尽くし、戦略の方向性に関する

コンセンサスを獲得し、各関係者・機関の関係性を明確に規定することを成果 1 とし、戦略策定後に

は同戦略の中で重要な役割を担うこととなる「中核となる研修機関（LTI）」の機能強化を行うことを

成果 3 とすることにより、持続性を高める効果も期待していた。 

研修戦略の策定は、プロジェクトの芯ともいえる活動であり、課題分析から草稿、承認に至るまで

に、実に 2 年間もの期間を要した。長い時間をかけて多くの関係者の意見を反映してできあがった研

修戦略は、地方自治体において、効率的、効果的かつ平等性を重視した研修の実施を推進するための

指針・基準・優先順位を示すものとなっている。特に、地方自治体をとりまく関係各機関（地方自治

庁、州政府、地方自治体、研修提供者等）が担う役割と責任が初めて定義され、これらの関係機関の

中心に位置する組織として新たに「中核となる研修機関（LTI）」を設立することが規定されている（以

下、図２－１概念図参照）。 
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＜現状＞ 

 
 

 

＜研修戦略における構想＞ 

 

図２－１ 概念図 

 

LTI となる機関については、プロジェクトを進めていくなかで選定することとなっており、官・民

合わせていくつかの候補機関に対する調査を行った結果、2009 年 11 月に地方自治研修所（LGTI）が

正式に LTI として任命された。LGTI が選ばれた理由は、地方自治体を統括する地方自治庁の下部組

織であり、中心的な役割が担えると期待されたこと、設立目的として地方自治の実現に向けた地方自

地方自治庁 

組織開発局⇔地方自治体局人事課 

州（全 22 州） 

地方自治体（全 133 自治体） 
公営・民間の研修実施機関 

政策・戦略策定 

研修実施依頼 

コース提供 

戦略的な研修計画作成 

中核となる研修機関 

（地方自治研修所） 

情報共有 

認定・TOT・情報把握 マッチング 
ニーズ把握 

情報提供 

情報共有、TOT 

支援 

トータルコーディネータ

セクター省庁 

人事院 

将来、連携 

地方自治庁 

組織開発局、地方自治体局人事課等 

州（全 22 州） 

地方自治体（全 133 自治体） 公営・民間の研修実施機関（QTP） 

研修実施/ 

ニーズ把握等 

連携があったり、なかったり 

なんでも屋 

研修実施依頼 

研修提供 
研修計画作成・・・ 

人事院 

セクター省庁 
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治体職員の育成を明確に掲げており、既に研修機関としての実績を備えていたこと等が挙げられる。

これを受けて、LGTI では、LTI の業務を担う調整・品質管理部（Department of Coordination and Quality 

Assurance: DCQA）が設置された。 

LTI が担うことになる業務については、研修戦略の中で、関係各機関との調整、研修の質の管理、

研修提供者及び州政府職員に対する Training of Trainers（TOT）、他の研修提供機関では実施できない

実務研修と定義されているが、もともと地方自治庁が行っていた業務が含まれていることから、LTI

設立の第 1 段階として、地方自治庁にある機能やノウハウを LTI に移管することから着手することと

なった。本プロジェクトでは、地方自治庁からの移管の促進と、そのノウハウが LTI に内包化される

ことにより、成果 3 の基盤整備が完了することを関係者間で確認している。 

 

２－４ 技術移転のターゲット 

(1) 地方自治庁に対する能力強化 

図２－１が示すとおり、これまで地方自治庁では全 133 自治体を対象とした研修関連のあらゆ

る事務を直接行っており、効果的な研修の仕組みとは程遠かった。本プロジェクトでは、その

うち多くの事務を LTI に移管することで、地方自治庁が本来の役割である政策策定に専念できる

環境を整備するとともに、戦略策定においては、現状把握能力や分析能力、文書作成能力等の

技術移転を行った。また、そのようにしてつくられた研修戦略が真に実現可能なものとなるよ

う、関係者との合意形成のプロセスが も大事であることを強調している。 

地方自治庁においては、地方自治体の人事（研修を含む）を管轄する部署が複数にまたがって

おり、特に組織開発局と地方自治体局人事課の間の分担があいまいで、かつ、部局間の障壁か

ら情報共有が十分に行われてこなかった。本プロジェクトでは、地方自治体局人事課が実働部

隊となっているが、人事課のみではプロジェクトが骨抜きになるおそれがあると考え、組織開

発局を含む 3 つの部署から C/P を任命し、自治庁全体としてプロジェクトを推進する体制を整

備した。特に複数の部局の調整役となる人事課においては、事業の実施能力に加えて調整能力

が求められ、専門家による丁寧なコンサルテーションを行っている。 

 

(2) LTI に対する能力強化 

本プロジェクトでは、プロジェクト目標が示すとおり、地方自治庁の能力強化を第一の目的と

しており、LTI の能力強化は、地方自治庁がこれまで担っていた研修管理に係る業務の受け皿と

して基盤整備を行うことをターゲットとしている。また、LTI の能力強化は本来、地方自治庁が

行うべきであるとの考えに基づき、地方自治庁を主体とした LTI 支援体制を整備することを基本

方針としつつ、オンザジョブ・トレーニング(OJT)や定例会議によるきめ細かな進捗確認を行い、

定期的なワークショップ開催や第三国研修等で能力開発を図っている。 

   LTI は新しくつくられた組織であり、文字どおりゼロからの出発であることから、組織の設立、  

業務分掌の作成、周辺環境整備から始まり、業務計画の作成、地方自治庁からの業務移管、業

務の標準化等を活動として行っている。 
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第３章 評価の方法 

 

３－１ 評価の枠組み 

本評価調査では『JICA 新事業評価ガイドライン』に沿って、評価調査時点でのプロジェクトの計

画達成状況、実施プロセスを PDM（付属資料 1. 参照）に基づいて把握・検証し、その結果に対し

タンザニア政府側と合同で評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から

価値判断を行った。これらの結果を踏まえ、対象プロジェクトに関し、関係者に対する提言を策定す

るとともに教訓を抽出した。結果は合同評価報告書（付属資料 2.）に取りまとめて JCC にて報告を

行い、また、タンザニア側とミニッツを締結した。 

 具体的な調査方法は次のとおりである。 

 

(1) 文献資料調査と評価デザインの検討 

   国内において、技術協力プロジェクト実施運営総括表、プロジェクトチーム作成の実績表、専

門家業務完了報告書、実施協議に係る議事録（R/D）、運営指導調査資料、その他プロジェクト

関連資料の精査を行った。これを踏まえ、PDM（2010 年 2 月作成）に基づき、評価デザインを

検討した。デザインの検討にあたっては、評価設問を設定し、設問に対して必要な情報、情報収

集方法を評価グリッド（付属資料 3.）に取りまとめた。 

 

(2) 質問票作成・配布 

評価グリッドに基づき、地方自治庁、地方自治研修所（LGTI）の C/P に対してそれぞれ質問

票を作成し、専門家を通じて配布した。 

 

(3) インタビュー調査、資料入手による情報収集 

評価分析団員、計画管理団員により、ダルエスサラームにて関係政府機関、開発パートナーの

職員らに対し、インタビューを実施した。また、他団員に 1 週間先行して現地ドドマに入った評

価分析団員が C/P 及びタンザニア側評価委員、専門家に対し上記調査方法につき説明を行うとと

もに、質問票回収及びインタビュー調査を実施した。調査対象者は次のとおりである。 

 

1) ダルエスサラーム 

■ 人事院の人材管理タスクフォース（Human Resource Management Taskforce: HRMTF）メンバー 

■ スウェーデン国際開発協力庁、アイルランド大使館の HRMTF メンバー 

■ 「地方自治強化のための参加型計画策定とコミュニティ開発強化プロジェクト」専門家、

JICA 国際協力専門員（ガバナンス・地方行政） 

■  JICA タンザニア事務所企画調査員（地方行政） 

2) ドドマ 

■ 地方自治庁の C/P 3 名（プロジェクトマネジャーを除く他の 2 名のうち 1 名は不在、1 名は

情報システム担当のため省略） 
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■ LGTI の C/P 1 名とその他の関係職員 2 名 

■ 地方自治庁のプロジェクト関係部局の局長（評価委員） 

■ LGTI 所長 

■ 長期専門家（地方行政/業務調整）、短期専門家（組織管理） 

 

(4) 収集データの分析、分析結果に基づく評価判断 

評価調査団全員が現地調査入りした後、既に収集された情報を分析し、タンザニア側の評価委

員、C/P とともにプロジェクトのこれまでの活動実績及び実施プロセスを検証し、評価 5 項目に

基づいて評価を行った。評価結果は合同評価報告書（付属資料 2.）に取りまとめた。 

 

(5) タンザニア側との協議とミニッツの署名 

評価結果を JCC にて報告し、タンザニア側と協議を行ったうえでミニッツ（付属資料 2.参照）

に署名した。 

 

３－２ 評価 5項目 

上述のとおり評価 5 項目の観点から本プロジェクトの評価を行った。各評価項目の内容は次のとお

りである。 

 

1) 妥当性 

プロジェクトの必要性、優先度、手段としての妥当性を問う視点。 

2) 有効性 

プロジェクトの成果とプロジェクト目標の達成度を検証し、プロジェクトの効果を問う視点。 

3) 効率性 

投入（コスト）と成果の達成状況とを比較し、プロジェクトの実施の効率性を問う視点。 

4) インパクト 

プロジェクト実施によりもたらされる長期的・間接的効果（上位目標の達成見込み含む）や波

及効果、その他の正・負の影響を問う視点。 

5) 持続性 

政策･制度面、組織面、財務面、技術面等の観点から、プロジェクト終了後の効果の持続性を

問う視点。 
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第４章 プロジェクトの実績 

 

４－１ 投入の実績 

(1) 日本側投入 

1) 専門家（付属資料 2.の Annex II 参照） 

これまでに 1 名の長期専門家（地方行政/業務調整 25MM）及び 3 名の短期専門家（研修戦

略策定 4MM、カリキュラム・教材作成 4MM、組織管理 2MM）が派遣されている。 

2) 機材供与（付属資料 2.の Annex III 参照） 

プロジェクト活動用の車両 1 台、パソコン等のオフィス機材が供与された。 

3) C/P 研修（付属資料 2. の Annex IV 参照） 

4 名の C/P が 2010 年 3 月にシンガポールにてリーダーシップ・マネジメント研修を受講し

た。 

4) 現地業務費（付属資料 2.の Annex V 参照） 

2009 年 3 月末までに 2 億 8,900 万タンザニア・シリング（TZS。1,849 万 6,000 円1）が現地

業務費として支出され、プロジェクト活動に係る旅費・手当、ローカルコンサルタント雇用、

ワークショップ・会議開催、C/P 第三国研修、備品購入などに充てられた。 

 

(2) タンザニア側投入 

1) C/P（付属資料 2.の Annex II 参照） 

これまでにプロジェクトマネジャー1 名、プロジェクトコーディネーター1 名を含む延べ 7

名の C/P が配置されている。ただし、プロジェクト開始当初の 7 名から 1 名減少し、終了時評

価時点では 6 名となっている。 

2) 土地、施設等の提供 

地方自治庁庁舎における専門家執務室、LGTI においては短期専門家執務スペースが提供さ

れた。また、プロジェクトによる会議やワークショップのため、同庁舎あるいは研修所内の会

議室、コンファレンスホールが提供された。 

 

４－２ 成果の実績 

 成果に係る実績は次の表のとおりである。 

 

表４－１ 成果の達成状況 

成果及び指標 実 績 

＜成果 1＞ 

地方自治庁主導により、地方自治

体向け研修戦略のための組織横断

成果１は達成された。 

 

1.1：LGRP II の開始が決まり、その諮問機関のひとつとして

                                                        
1 JICA 外貨換算レート表（2010 年 6 月、1TZS = ¥0.064）に基づき計算。 
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的な調整システムが構築される。 

 

＜指標＞ 

1.1 HRMTF が地方自治研修の助

言委員会として機能する 

 

1.2 研修戦略の実施において

LGRP II 及び公務員研修政策に

十分アラインしている 

 

1.3 戦略の内容と詳細を議論する 

研修戦略実施ワーキンググルー

プが設立される 

自治体の人材管理、組織開発分野の助言を行う HRMTF が本

プロジェクトの後押しを得て 2009 年 7 月に始動した。 

具体的な役割はタームズ・オブ・レファレンス（TOR）案（次

回会合で承認の予定）に規定され、そのなかには自治体にお

いて能力強化が必要な分野についての助言や研修戦略実施に

係る助言が含まれる。これまでのところ 2 度の会合が開催さ

れ、研修を含む人材管理に係る議題について議論された。第

2 回会合では LGTI の LTI 認定が決定された。  

 

1.2：上述のとおり、地方自治体向け研修戦略実施に対する助

言を行う機関として LGRP II の諮問機関である HRMTF が活

用されることとなっている。戦略策定は LGRP II のコンポー

ネント 2（地方自治体のキャパシティ・ディベロップメント）

の成果のひとつであり、策定の際もドラフトが HRMTF の会

合に提示されている。また、プロジェクトによって設立され

た研修戦略実施ワーキンググループ（Working Group for 

Implementation of Training Strategy: WGITS）は、LGRP II の上

記コンポーネントの実施を支援することを意図している。  

ただし、プロジェクトが既存の政府側組織として活用した

上記 HRMTF は、その存在基盤である LGRP II の開始が遅れ

たことから活動は停滞した。これにより、本件の 重要成果

品である研修戦略（成果 2）をすべての関係者の十分な合意

形成の下に策定するという、本アウトプットの本旨を十分に

達成できたとはいい難い面があることも指摘しておかねばな

らない。 

 

1.3：地方自治庁内の部局横断組織として、研修戦略の実施、

LGTI の LTI としての能力構築を目的とした WGITS が 2010

年 2 月に設立された。  

＜成果 2＞ 

地方自治庁によって研修戦略が

策定され、関係者に周知される 

 

＜指標＞ 

2.1 地方自治体に対する研修戦略

が策定される  

 

2.2 戦略実施のための具体的なア

成果 2 はほぼ達成された  

 

2.1：2010 年 3 月に研修戦略の 終ドラフトが HRMTF の会合

に提出され、5 月に地方自治庁次官により承認された。ただ

し、戦略は現在国会承認待ちである公務員研修政策の下位文

書として策定されており、国会において政策案に修正が入っ

た場合は、戦略にも多少の修正が必要となる可能性がある。

  

2.2：戦略実施アクションプランのドラフトが 2010 年 3 月に
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クションプランが策定される 

 

2.3 戦略実施のためのワーキング

グループが設立される 

 

2.4 研修戦略及び地方自治体研修

の新しい提供システムに対する

ステークホルダー間の理解度  

作成され、今後、LGTI におけるレビュー、WGITS 会合にお

ける修正（LGRP II のアクションプランの反映）を行うこと

が予定されている。  

 

2.3：上記 1.3 参照 

 

2.4：ステークホルダーへの戦略の普及活動はまだ行われてい

ない。プロジェクト終了までにワークショップの開催が計画

されているが、10 月に総選挙が予定されているため、実施が

困難となる可能性がある。  

＜成果 3＞ 

中核となる研修機関（LTI）に選

ばれた機関において、研修運営管理

業務を実施していくための基盤が

整備される 

 

＜指標＞ 

3.1 LTI が選定され、新しい業務を

担う部署が設立される  

 

3.2 カリキュラム・教材開発の方

法が導入され、機能する 

 

3.3 地方自治庁から LTI へのノウ

ハウ・方法の移転度  

成果 3 はほぼ達成された 

 

3.1：LTI は 2009 年 11 月に地方自治庁次官により正式に認定

された。認定に先立って 7 月に LTI として研修の管理・監督

に関する新しい業務を担う調整・品質管理部（DCQA）が LGTI

内に設置され、4 名の人材が配置された。さらに、LTI 3 カ年

戦略計画とそのアクションプランのドラフトが策定され、今

後中間レビューが予定されている LGTI の 5 カ年戦略計画

（2007～2012）に組み込むことが計画されている。  

 

3.2：研修開発マニュアルのドラフトに沿った研修コース開

発、教材開発、試行研修、研修パッケージ及び教材の修正を

通じて、ひととおりの方法が移転されたといえる。  

 

3.3：WGITS の会合において研修管理・監督に係る各機関（地

方自治庁、LTI、州行政府）の役割分担が明確化された後、移

転される機能についてのオリエンテーションを中心とした機

能移管ワークショップが 2010 年 5 月に実施された。 ただし、

同ワークショップには移管される機能の多くを担ってきた地

方自治庁の組織開発局が参加していない。ワークショップは

いわば公式な機能移管ではあるが、今後も地方自治庁から

LTI に必要な支援を行うことが合意されている。移管された

機能を担うための具体的なノウハウや手法については、プロ

ジェクトの残りの期間内にマニュアル等の標準化手続きの準

備や OJT 等を行うことが予定されている。 
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４－３ プロジェクト目標の達成度 

 プロジェクト目標はプロジェクト終了時までに達成される見込みである。終了時評価時点での実績

は次の表のとおりである。 

 

表４－２ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標及び指標 実 績 

＜プロジェクト目標＞ 

地方政府職員を対象としたより

効果的な研修の仕組みが導入され

ることで、地方自治庁の研修運営管

理に係る能力が強化される。 

 

＜指標＞ 

1. 地方自治庁（HQ、LTI）の組織

横断的協力、調整に係る能力 

 

2. LGTI が LTI としての役割と機

能を担うために組織的に再編成

される 

 

本プロジェクトはこれまでに、地方自治体向け研修戦略の策

定（成果 2）により研修提供にかかわる機関の役割と責務を

明確にし、HRMTF を地方自治体研修に係る助言委員会とし

て活用（成果 1）することにより、地方自治体研修について

関係機関が議論する場を構築した。さらに、研修提供の管理・

監督役として LTI を設置し（成果 3）、更に地方自治庁の部局

間及び LGTI の間の内部調整メカニズムとして、戦略実施を

担う WGITS を設置した（成果１）。プロジェクトにより構築

された研修実施のためのこの新しい枠組みはまだ動き始めて

間もなく、地方自治庁の協力・調整能力は向上し始めたとこ

ろである。 

LGTI の再編成は、2009 年 7 月の DCQA の設置以来進捗をみ

せている。これまでの実績としては、LTI、地方自治庁及び州

行政府の役割分担が明確化され、地方自治庁から LTI に移管

されるメカニズム、手法、ツールが明確化され、地方自治庁

によるオリエンテーションが行われた。組織再編成に必要な

活動として、新しい責務を果たすのに必要な標準化手続きの

準備が残っているが、プロジェクト期間中に完了する見込み

である。 

 

 

４－４ プロジェクトの実施プロセス 

 プロジェクトの実施プロセスをプロジェクト計画、活動の実施状況、プロジェクトのマネジメント、

C/P のオーナーシップの観点から検証する。 

 

(1) プロジェクト計画 

   本プロジェクトは小規模プロジェクトであることから PDM は作成されず、2007 年 10 月署名

の R/D の添付資料であるマスタープランに記載されている目標・成果・活動に基づいて作成さ

れた専門家ワーク・プランに従って実施された。しかし、R/D で合意されたマスタープランは、

プロジェクトのスコープと活動内容の具体性の点で詳細を詰める必要がある内容になっていた。

特に成果 3「LTI に選定された機関の研修能力が改善する」は、2 年 7 カ月という短いプロジェ

クト期間では達成が困難な成果であり、また、関連する活動の具体性も明確でない面があった。
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そのため、2010 年 2 月に実施した運営指導調査において、成果 3 のスコープと活動内容を具体

化させるとともに、本プロジェクトの達成目標を明確にするため PDM が作成された。この時点

でプロジェクト終了前 10 カ月を切っており、実際に LTI が選定され、既にいくつかの活動が開

始された後であったため、当時の現状に合わせたスコープで PDM がつくられたことは否定でき

ない。  

 

(2) 活動の実施状況 

当初のワーク・プランに比し、多くの活動が遅れた。最大の原因は、地方自治庁で会議やワー       

クショップを開催する手続きにかかる時間である。開催には次官の許可が必要であり、次官自身

が非常に多忙で、出張など不在であることも多いため、許可を得るのに非常に長い時間がかかっ

ていた。さらに、HRMTF の会合開催については、地方自治庁、各機関のメンバーの都合が折り

合わず、また、地方自治庁がドドマ、他機関がダルエスサラームに拠点を置いていることから、

日程調整が非常に困難であった。 

C/P がプロジェクト以外の業務で著しく多忙であることも活動の遅れの一因となっている2。

C/P がプロジェクトに割くことのできる時間は非常に限られており、C/P 全員での共同作業は難

しいことから、例えば研修戦略策定においては、専門家が個々の C/P との議論や書面によるコメ

ント収集などを通じて素案を完成させており、予想以上の時間がかかった。 

プロジェクトはこれらの問題に対し、会議申請を一括化するなどの工夫も行ったが、基本的に

はワーク・プランの頻繁な変更をもって対処してきた。かかる変更は、上述のプロジェクト計画

（本件の場合、R/D 添付のマスタープラン）の問題やワーク・プラン自体における予見の甘さも

起因しているが、活動の遅延を招いた問題の本質は地方自治庁の組織的なものであるため、本プ

ロジェクトでコントロールすることは困難であったと思われる。 

外部条件も活動に影響を及ぼした。LGRP II が開始されることが、活動から成果に至る外部条

件のひとつであったが、開始が当初予定より相当遅れたことから、LGRP（フェーズ I）の諮問

機関であった人材タスクフォース（Human Resource Taskforce: HRTF）が活動休止状態にあり、

LGRP II の諮問機関として HRMTF に改組され始動したのは 2009 年 7 月となった。本プロジェ

クトは初期段階から HRTF を地方自治体職員向け研修についての関係機関調整メカニズムとし

て活用することとし、HRTF を研修戦略策定のための議論の場とする予定であったが、会議調整

に困難を来たし、十分な開催頻度と出席者が集まらず機能不全に陥ったため、急遽、素案を作成

してから、メンバーから個別にフィードバックを受けるという形にアプローチを変更せざるを得

なくなった。HRMTF はその後始動したが、プロジェクトは、戦略策定過程で個別に議論すると

いうアプローチを採ったことにより、関係者間の異なる利害関係を公式の場で調整するという意

味でのコンセンサス形成過程が不十分であったと判断し、地方自治庁内にこの役割を担う組織横

断的（LTI を含む）機構として WGITS を設置することとした。軌道修正への対応が遅延したこ

とは、特にプロジェクト前半の効率性を阻害した要因であるが、一方で、最終的に地方自治庁内

に調整機構を設置したことにより、外部条件の影響を最小限にとどめることができ、成果 1（地 

                                                        
2 ただし、C/P 側は多忙であっても活動の遅れには影響していないとしている。 
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方自治庁主導による、地方自治体職員向け研修戦略のための組織横断的な調整システムが構築さ

れる）の達成を促進したといえる。 

 

(3) プロジェクトマネジメント 

プロジェクトには、開始当初は地方自治庁から以下のとおり人員が配置された（付属資料 2.

の Annex II 参照）。 

・ プロジェクトマネジャー：地方自治体局局長 

・ プロジェクトコーディネーター：地方自治体局人事担当副局長 

・ その他の C/P：地方自治体局人事課から 2 名、組織開発局から 1 名、情報システム管理局   

から 1 名 

 

その後、地方自治体局の局長が転出となったため、形式上は後任（ただし局長代行の地位）が

プロジェクトマネジャーとなっている。また、地方自治体局の C/P 1 名が組織開発局に異動し、

引き続き C/P となる一方で、組織開発局の C/P は転出し、結局 2009 年 2 月からは 1 名減の配置

となっている。 

LGTI からは 2009 年 5 月から 1 名の C/P が配置されている。また、C/P として任命されていな

いが、DCQA にほか 3 名のスタッフが配置され、実質的にプロジェクトの活動を担っている。 

プロジェクトのマネジメントは主としてタンザニア側のプロジェクトコーディネーターと日

本人長期専門家（地方行政/業務調整）により行われた。両者間、専門家と個々の C/P、地方自治

庁の C/P と LGTI の C/P のコミュニケーションは非常によく、特に両組織間のコミュニケーショ

ン、協力は深まったようである。しかし、地方自治庁の部署間のコミュニケーションについては

懸念される点が確認された。まず、本プロジェクトは地方自治体局が主管のプロジェクトであり、

プロジェクト活動の予定が地方自治体局の予定を中心に決められており、他の関係部署（主とし

て組織開発局）との調整が不十分で、重要な活動に他関係部署からの参加が得られないことがあ

った。また、地方自治庁の組織的な問題であるが、組織開発局の C/P のプロジェクト活動への参

加には組織開発局局長からの指示が必要であるという点も組織開発局の C/P の参加を難しくす

る要因であった。 

プロジェクトマネジメントに対する JICA からの支援については、改善の余地があったと思わ

れる。例えば、地方自治庁の組織メカニズムやプロジェクト実施上の留意点などが事前に専門家

に十分伝えられていれば、早めに対応策を取ることができた可能性がある。一方で、プロジェク

ト後半の JICA の支援は、非常に効果的であった。2 度の運営指導によりプロジェクトの軌道修

正を行い、当初の計画のあいまいさやプロジェクト活動の遅れなど、実施プロセスに影響する大

きな問題に対処した点は、プロジェクトの成功に大きく貢献したといえよう。 

その他、本プロジェクトのマネジメントについて特筆すべき点は、政府の上位政策との整合性

と他の開発パートナーによる支援との調整努力である。LGRP II とのアラインメントを確保する

ため、本プロジェクトはいくつかの活動を LGRP II の枠組みの下で実施、あるいはメインストリ

ーム化してきた。例えば、上述のとおり、LGRP II の諮問機関である HRMTF を調整、コンセン

サス形成の場として活用し、その会合で研修戦略のドラフトのプレゼンテーションを行ったり、
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LTI の任命について議論を行った。また、WGITS は LGRP II のコンポーネント 2 の実施をサポ

ートする機関として位置づけられている。LGTI においては、ドイツの InWent の支援プロジェク

トとの調整を本プロジェクトが主導した結果、2 つのプロジェクトの重複が避けられ、現在は

InWent プロジェクトのアウトプットの本プロジェクトでの活用が試みられている。 

 

(4) C/P のオーナーシップ 

本プロジェクトの C/P は上述のとおり非常に多忙であり、プロジェクトに割くことのできる時

間が非常に限られている一方、C/P は 大限の努力をしており、プロジェクトの目標の理解とそ

の重要性の認識、プロジェクトに対する責任感、活動の進捗の把握状況、今後の課題点の認識と

いった点で問題はない。しかし、時間のない C/P に代わって 終的に専門家が主導することを余

儀なくされた活動も多く、オーナーシップに関しては十分とはいえない。 

一方で、LGTI においては、DCQA が設立され、職員が配属されたため（ただし、講師として

の職務は兼任）、C/P を含む関係者のプロジェクトに対するコミットメント、オーナーシップと

もに高い。一方で、全く新しい業務の遂行にまだ自信がない部分が多く、DCQA 側は引き続き

の支援の必要性を感じている。 
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第５章 評価結果 

 

本調査においては、付属資料 3. の評価グリッドに従って情報の収集、分析を行い、その結果に基

づき評価 5 項目の観点からプロジェクトの評価を行った。評価結果はタンザニア側との協議により取

りまとめられた。項目別の評価結果は以下のとおりである。 

 

５－１ 妥当性 

 本プロジェクトは、その目標がタンザニア政府の開発政策、ターゲットグループのニーズと合致し

ていること、タンザニア政府の地方自治セクター・プログラムに貢献するアプローチを採用している

こと、また、日本の援助政策との整合性も高いことから、妥当性は高いと判断する。 

 

(1) タンザニア政府の政策との整合性 

   タンザニア政府は、1998 年より LGRP を通じて地方分権政策を進めている。同政策によって

サービスデリバリーにおける地方自治体の責任が増大しており、自治体の能力強化が急務となっ

ている。LGRP II においても地方自治体の能力強化をコンポーネントのひとつとしており、戦略

のひとつとして自治体研修能力の強化が掲げられている。また、タンザニア政府の公務員研修政

策（2009 年 1 月にドラフト完成、以降国会承認待ち）は公務員研修・人材強化システムの調整

能力の強化をめざしており、本プロジェクトの目標との整合性が極めて高い。 

  

(2) ターゲットグループのニーズとの整合性 

   地方自治庁は地方自治研修のマネジメント、特にさまざまな機関による研修の調整に課題を抱

えており、効率的で効果的な研修の提供ができていなかった。地方自治庁はこの課題を十分認識

している。 

 

(3) アプローチの妥当性 

   本プロジェクトはタンザニアの地方自治の課題に取り組むにあたり、タンザニア政府のセク

ター・プログラムである LGRP II とのアラインメントを非常に重視している。プロジェクトで

策定した地方自治体研修戦略は、LGRP II の地方自治体の能力強化コンポーネントにおけるアウ

トプットのひとつとして意図されるものであり、よって、プロジェクトの LGRP II への直接的

貢献といえる。またプロジェクトは、自治体研修についての関係機関間での議論・調整の場と

して、新しいメカニズムを設立するのではなく、LGRP の 初のフェーズにて設立された HRTF

（フェーズ II にて HRMTF に改組）を活用しており、それにより、タンザニア政府のオーナー

シップ、活動の持続性を確保している。 

本プロジェクトでは、他のセクター省庁が地方自治体に対し直接提供する技術研修はスコープ

に含めず、HRMTF のメンバー、研修戦略のスコープのどちらにもセクター省庁は含まなかった。
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プロジェクトの実施期間、研修戦略の実施期間（2013 年まで）にかんがみ3、これは適切な措置

であったと考えられる。しかし、各セクターのサービスデリバリーにおける能力強化の必要性に

かんがみ、また、そのためのより効果的、効率的な研修提供システムの確立のために、将来的に

は研修戦略にセクター省庁が提供する技術研修までも含めた包括的な戦略とする必要があろう。 

 

(4) 日本の援助政策との整合性・日本の優位性 

   日本の対タンザニア国別援助計画は、行財政管理能力強化を 3 つの 重点分野のひとつに位置

づけており、なかでも地方行政強化を含む 3 分野に重点を置いている。 

日本は 2000 年からこれまでに地方自治庁への地方行政アドバイザー派遣（個別専門家）、地方

自治庁及び地方自治体の人材育成（在外技術研修、国別研修）、地方自治体参加型計画策定プロ

セスの改善調査（開発調査）など、タンザニアの地方自治分野において各種の支援を実施してき

ており、同分野における支援の優位性は高い。 

 

５－２ 有効性 

 プロジェクト目標は期間内に達成される見込みであり、外部条件の影響はプロジェクトにより

小限に抑えられていることから、有効性は高い。ただし、評価のベースとなる PDM が作成されたの

が終了時評価 4 カ月前の 2010 年 2 月であり、この時点でプロジェクトの達成指標が 終的に明確に

なったことに留意する必要がある。 

 

(1) プロジェクト目標の達成見込み 

   プロジェクト目標の指標のひとつ、地方自治体の研修に関する地方自治庁の組織横断的な協

力・調整能力については、まだ研修戦略の自治体等への普及が活動として残っているが、向上し

つつある。本プロジェクトは、研修戦略の策定（成果 2）、地方自治体研修に係る関係組織議論

の場（HRMTF）の設定（成果 1）、戦略実施を担う WGITS を設置（成果 1 及び 2）、研修提供の

管理・監督役としての LTI の設置（成果 3）により、地方自治体への研修提供の新しい枠組みを

構築した。この新しい枠組みはまだ動き始めて間もなく、地方自治庁の協力・調整能力は向上し

始めたところといえる。 

   しかし、HRMTF の有効性については十分とはいえない。2009 年 7 月の始動以来、HRMTF は

これまでに 2 度の会合を開催し、研修を含む、地方自治体の人材管理に係るさまざまな議題につ

いて議論しているが、上述のとおり、会合の開催は常に難しく、四半期に 1 度の予定が現在まで

のところ半年に 1 度程度のペースである。HRMTF は組織横断的な協力・調整の根幹となる機構

であるため、今後もプロジェクトによる側面支援が必要であろう。 

2 つめの指標である LGTI の再編成については、まだ途上ではあるが、プロジェクト終了まで

には達成される見込みである4。これまでのところ、LTI としての新しい業務を担う DCQA 設置

                                                        
3  HRMTF については、関係機関、特に開発パートナーが TF の適正規模の観点からセクター省庁を含めることに反対した（C/P イ

ンタビュー）。 
4 プロジェクト目標の指標は「LGTI が組織的に再編成される」であるが、「再編成」とは、構造的な再編成のみでなく、移管業務に

係る実施準備が完了することを意味する。 
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後、地方自治庁から LTI に移管する責務とその遂行に必要なメカニズム、手法、ツールが確認さ

れ、地方自治庁によるオリエンテーションも行われている。DCQA の 3 カ年計画のドラフトも

作成され、次年度（2010 年 7 月～）の予算（1 億 1,200 万 TZS）も請求済みである。LTI として

の責務を担うための枠組みはある程度できたといえよう。今後、プロジェクトの残りの期間でオ

ペレーション・マニュアルなどの標準手続きの準備を行うこととなっており、それにより移管さ

れた業務の実施準備が完了する見込みである。実際のオペレーションにはまだ地方自治庁の協力

が必要であるが、地方自治庁は必要な支援を行うことに合意している。 

 

(2) 外部条件の影響 

   成果からプロジェクト目標に至る外部条件である「公務員研修政策の施行」は、研修政策案の

国会承認が遅れ、今現在も実現していない。本プロジェクトで策定した地方自治体研修戦略は、

研修政策の国会承認を待たずして地方自治庁の次官により承認されたため、プロジェクト目標の

達成には直接の影響はこれまでのところない。戦略の実施に係る予算手当ては政策が国会未承認

のままでも可能というのが、関係者の大方の見方であり、あまり大きな影響は今後も考えにくい。

研修戦略は、国会承認が待たれている研修政策 終稿に整合してつくられてはいるものの、国会

で同政策に大きな修正が入った場合、研修戦略の修正が必要となる可能性があることには留意が

必要である。 

 

５－３ 効率性 

 プロジェクトの成果はプロジェクト終了時までに達成される見込みであるが、外部要因やプロジェ

クトデザインの問題が効率性に影響した部分もあり、本プロジェクトの効率性は中程度と判断される。  

 

(1) 効率性を阻害した外部要因 

   実施プロセスの検証のセクションで指摘したとおり、地方自治庁、特に地方自治体局人事課は

多くの業務を抱える一方、慢性的な人員不足に悩んでおり、C/P がプロジェクトに十分な時間を

割くことはもちろん、全員で共同作業を行うことも難しい。結果として専門家が C/P と個別の協

議を重ねて物事を進めるなど、C/P の多忙さが効率性を阻害することがあった。また、LGRP I

の下で設置された HRTF の会合の開催が、関係者の都合やモチベーションから困難を極めたこと

から、研修戦略の策定に際し、当初予定していた HRTF での議論をあきらめ、メンバーと個別に

協議するという手段を取ることとなり、策定により時間がかかった。 

 

(2) 活動の必要性 

   プロジェクトの活動 3.2 として、研修コース開発マニュアルの作成、研修コース・教材開発、

試行研修、研修パッケージ及び教材の修正、という研修カリキュラム・教材開発に係る一連の

活動が行われたが、この活動は成果 3「LTI に選ばれた機関において、研修運営管理業務を実施

していくための基盤が整備される」に直接貢献する活動ではないと判断される。この活動がプ

ロジェクトに含まれたのは、次の経緯からと考えられる：① 当初計画（R/D 添付のマスタープ

ラン）は成果 3 のスコープがプロジェクト期間に対し大きすぎたため、活動の幅も広く、それ
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に従って上記活動が行われた、② 2010 年 2 月の PDM 策定時に成果 3 の内容を明確化したが、

既に終了している本活動をなかったことにはできないため含まざるを得なかった。結果として、

成果に直接貢献しない活動が入った。 

 

(3) 投入の適切性 

   専門家、機材、C/P 研修のいずれにおいても投入の質、量（期間）、タイミングは適切であっ

たと判断される。シンガポールでの C/P 研修については、研修戦略実施にあたり組織やグループ

をリードしていくのに有益であるとの専門家の判断からリーダーシップ・マネジメント研修が行

われたが、参加 C/P から研修内容につき高い評価を受けている。 

   一方で、本プロジェクトでは、R/D ではコストシェアリングが明記されているものの、タンザ

ニア側のローカルコストの負担がなかった。LGRP II の諮問機関である HRMTF の会合開催費に

ついては、今後、LGRP II 予算から捻出しようと地方自治庁側が努力していたものの、現在のと

ころ目処は立っていない。なお、コストシェアリングについては、タンザニア政府の予算サイク

ルに合わせて予算計画を策定し、双方の分担を明確にする必要がある。日本側の情報開示がなけ

れば地方自治庁側は負担できないと主張しており、活動予算の透明化とコミュニケーションの改

善が必要である。 

 

５－４ インパクト 

上位目標の見込みは現時点では予測が困難であるが、これまでにプロジェクトの正の影響が確認さ

れている。 

 

(1) 上位目標の達成見込み 

   上位目標「地方自治体のニーズに合った研修が、戦略的に、十分調整され、持続的な方法で実

施される」の達成は、研修戦略が効果的に実施されるかどうかにかかっている。特に LTI のパ

フォーマンスは戦略の効果的な実施に欠かせない要因である。LTI が十分に機能するためには、

地方自治庁から移管された機能はもちろん、本プロジェクトでは取り組まなかった研修機関へ

の TOT や州行政府に対する研修、実践的研修の提供など、LTI としての他の役割に係る能力強

化が必要である。同時に、研修戦略の実施において重要な役割を果たすことが想定されている

州行政府との協働関係の強化が不可欠である。また、戦略実施の効果は資金によっても大きく

左右されるため、政府が予算を確実に確保することが求められる。 

 

(2) プロジェクトの影響 

   本プロジェクトは LGRP II の諮問機関である HRMTF を地方自治体に対する研修に関する議

論・調整の場として活用しているが、プロジェクトによる活動のファシリテーションにより、同

TF が活発化したことはプロジェクトの影響として特筆される。結果として、LGRP のフェーズ I

から II への移行期間において、数ある諮問機関の中でも多少なりとも活動していたのは HRMTF

（当時は HRTF）のみであった。プロジェクトは研修に焦点を絞っているが、HRMTF 自体は地

方自治体の人事管理全般について議論する場であり、その意味で、プロジェクトの働きかけによ
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る会合開催で HRMTF は人事管理全般を話し合う機会をもつことができたといえよう。 

   今後、プロジェクトの影響として考えられることは、地方自治庁から LTI への研修運営管理業

務の移管により、多忙を極める地方自治庁側の業務負担が多少でも減少し、業務の効率性が上が

ることが期待される。 

 

５－５ 持続性 

 本プロジェクトの効果は、以下の課題が適切に対処されることにより持続性が高まると考えられる。 

 

(1) WGITS の機能  

   プロジェクトの効果持続のためにはインパクト発現のためと同様、研修戦略の効果的実施が必

要であるが、特に関係者がどこまで新しい枠組み、メカニズムを理解し、内在化できるかが大き

な意味をもつ。したがって、持続性の確保には、内在化を担う WGITS の活発な活動が非常に重

要である。 

 

(2) DCQA の能力強化 

   LTIの業務を担うために新しく設立された DCQAのスタッフはDCQAの業務を中心にしつつ、

講師業務もこなしており、大きな負担を背負っている。LGTI 所長は次年度（2010 年 7 月以降）

3 人の職員を新たに DCQA に配置するとしており、現 DCQA スタッフの負担が減ることが期待

される。一方で、DCQA に必要な予算に関しては、請求はしているが、まだ確保されるかどう

かは不明である。LTI の将来にとって、次年度の予算確保は絶対不可欠であり、そのためにも、

LGTI の 5 カ年戦略計画（2017～2012）の中間レビューの際に、DCQA のアクションプラン（3

年計画）が確実に反映されることが重要である。また、LTI としての土台は本プロジェクト終了

時までに構築されることが見込まれるが、DCQA はまだ設立後 1 年しか経っておらず、どの職

員にとっても経験のない業務であるため、LTI が効果的に機能していくためにはまださまざまな

面での能力強化が必要である。  

 

(3) 地方自治庁の業務 

地方自治庁がプロジェクト終了後も研修戦略実施をリードしていくにあたり、他業務の負担の

影響が懸念される。現在は C/P 個々人の 大限の努力及び日本人専門家の支援により、活動が遅

れながらも何とか期間内にプロジェクト目標を達成できると見込まれるが、プロジェクト終了後

に専門家なしで活動を持続していくためには、C/P の他業務の負担が軽減されることが望まれる。

地方自治庁内で組織改編、業務見直しが進み、現在ばらつきが大きいといわれる部局間の業務負

担のバランスが改善されることが期待される。 

 

５－６ 結 論 

本プロジェクトはタンザニア政府の地方分権化政策、地方自治庁のニーズに合致したものである。

特に、本プロジェクトは地方自治体に対する研修戦略を策定し、それを実施するメカニズムを構築し

たことにより、地方分権化政策の実現プロセスに大きく貢献したといえる。 
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今後重要なことは、調整された研修システムが実現し、ひいては地方自治体職員の能力改善につな

がるよう、地方自治庁をはじめとする関係機関がプロジェクトにより構築されたメカニズムを確実に

機能させていくことである。そのためには、研修運営管理に関し中核的な役割を期待される LTI の更

なる能力向上が必要である。 
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第６章 提言と教訓 

 

６－１ 提 言 

本プロジェクトの成果を踏まえて、タンザニア政府が今後展開すべき活動の 3 本柱は以下のとおり

である。 

 完成した研修戦略を着実に実施すること。また、各セクターを巻き込んだ形で更に発展させる

ことを含め、将来的には必要に応じて更なる適正な改定を行うべきである。 

 LTI が、求められる役割と機能を適正に果たせるように能力・組織強化を行うこと。 

 受益側である地方自治体が、適正にその職員の研修ニーズを把握し、それを基に人材育成計画

を策定し、その成果を業務向上に 大限に活用できるよう体制を整備すること。 

 

これらを踏まえ、更に細かな提言を以下のとおり 3 つのフェーズに分けて示した。 

 

＜プロジェクト終了までに実施すべきこと＞ 

(1) 10 月の総選挙までに、州政府、地方自治体を対象とした研修戦略の普及を完了すること。た  

だし、戦略を展開するための仕組みが未熟な現状においては、地方自治体に余計な期待を抱か

せないよう、段階的実施に向けたスケジュールもあわせて提示すること。 

(2) 7 月からの新年度において、LTI が研修管理業務を遂行するための予算が確保されるよう引き

続き対応すること。また、LTI の役割を担う DCQA の位置づけを LGTI の組織の中でより正式に

位置づけるため、現在中間レビューを行っている LGTI の 5 カ年戦略書の中で DCQA の役割を

明記すること。 

(3) LTI の基盤整備の総仕上げとして、地方自治庁から移管された業務に係る手続きの標準化を 

進めること。また、形式的には移管が完了したことになっているが、LTI のみで業務を遂行する

ことはまだ難しいため、地方自治庁から継続的な支援を行うこと。 

(4) 活動予算については、関係者間で計画段階から十分な議論を尽くし、双方の負担を明らかに

すること。 

 

＜プロジェクト終了まで、及びプロジェクト終了後においても実施すること＞ 

(5) 研修戦略実現の鍵は、各関係者が戦略で規定された役割を認識し実行に移すことであり、そ 

の中心的存在となる WGITS の役割は特に重要である。WGITS のメンバーは誰一人欠けること

なく、定期的に集まって実施のモニタリングと評価を行い、上記の戦略を動かしていかなけれ

ばならない。 

(6) 全 133 自治体の人事を総括する地方自治庁人事課の役割はますますその重要性を増している。

にもかかわらず、同課の職員数は業務量と責任に比して極端に少ない。研修戦略の実現にもか

かわる由々しき問題であり、地方自治庁は同課の増員を検討すべきである。 

(7) 研修戦略の諮問を行う HRMTF は、地方自治庁とその他の機関とがさまざまなイシューにつ

いて話し合う有益な場であり、地方自治庁は LGRP II を実施していくなかで、組織的な取り組み
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としてその機能を強化すべき。また、HRMTF 事務局は、会議運営の効率的・効果的なあり方に

ついて検討すること。 

(8) 地方自治庁の関連部局は、地方自治体における人材育成に関するプロジェクト/業務の情報共

有を適時・適切に行い、避けられる重複は避け、組織全体として効率的に業務を遂行すること。 

 

＜プロジェクト終了後において実施すること＞ 

(9) 研修戦略策定にあたり、今回はセクター省庁が地方自治体に直接提供する技術研修はスコー

プに含まなかったが、将来の改定の際はこれらの要素を含めることが望ましい。また、州政府、

地方自治体からの意見の吸い上げを十分に行うこと。 

(10) 研修戦略の全面的な普及についてはプロジェクト終了後、地方自治庁が責任をもって行われ

なければならない。また可能ならば、関連法規（LGTI の設立法令等）の中に、新しくできた LTI

の役割と責任を加えることが望ましい。 

(11) 本プロジェクトを通じて、DCQA が LTI としての役割を担う基盤は整ったといえるが、LTI

としての機能を全面的に担えるようになるためには、組織及び個人の両方の面で更なる能力強

化と経験を積む必要がある。地方自治庁はそのための LTI 支援の環境を整備すること。 

(12) 活動 3.2 の研修教材開発については、本プロジェクトの成果に直接結びつく活動ではなかった

が、中期的にみれば LTI が担う機能の一部であり無駄な活動ではなかった。その成果物である研

修開発マニュアルは、DCQA の中に蓄積し、今後の活動において広く活用することが期待され

る。 

 

６－２ 教 訓 

(1) 実施機関のキャパシティ・ディベロップメントを目的としたプロジェクトの場合、事前の調

査では詳細が詰めきれず、能力強化の度合いがあいまいであったり、協力期間に比して高い目

標を設定することは協力準備時点ではやむを得ない面もあるが、そのような場合はプロジェク

ト開始後なるべく初期の段階で目標値を設定し関係者でイメージを共有する一方で、モニタリ

ングを徹底し、定期的に指標を確認するなど、柔軟かつ丁寧なプロジェクトマネジメントが必

要である。そのため、PDM を用いたマネジメントが有効であり、小規模プロジェクトの場合で

あっても PDM を省略すべきではない。 

(2) 研修戦略策定のための調整メカニズムの構築という成果に対し、プロジェクト開始以前から

存在した既存のタスクフォースを活用しようと試みたが、同タスクフォースは、そのそもそも

の存在目的である LGRP II の開始が遅れたため、思ったように機能していなかった。このため

本件では同タスクフォースに当初の目的に沿った機能が望めなかったことから、関係者との個

別のコンサルテーションを通じて戦略を策定する方法を取った。しかし、調整メカニズムを構

築するそもそもの目的は、研修戦略に関して関係者が議論を尽くして納得のうえで合意すると

いうコンセンサスビルディングの場の提供であったはずである。その調整メカニズムを経ずに

戦略書が策定されたことで、形としての成果を求めるあまり、本質的な成果を見失ってしまっ

たことが悔やまれる。この経験から、類似のプロジェクトを実施するにあたっては、まず既存

の組織・機構の活用を検討することは間違いではないが、その組織・機構がプロジェクトの求
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めている機能を発揮できないと分かった時点で、目的達成のために他の代替策に切り替えると

いう決断を迅速に行うことが重要である。 

(3) 本プロジェクトでは、C/P 側からのローカルコスト負担がほとんどなかった。毎年度の活動計

画を立てる際に合わせて予算計画についても C/P と議論がされておらず、加えて、相手国政府

の予算サイクルを念頭に置いて、次年度の予算要求時期の前に議論を行う必要があったが、協

力期間の後半に慌てて対応したが遅かったことが原因である。コストシェアリングのためには、

プロジェクト開始直後に予算について双方の責任を明確にすることが肝心である。その際は、

相手側にどこまでを求め、日本側でどこまでカバーするべきか、プロジェクトごとの状況や同

セクターで実施している他案件等の状況も踏まえて、協力開始時にその基準を明確にしておく

必要がある。しかし、仮に双方の責任が明確になったとしても、プロジェクトを進めるにつれ

て、当初計画では予期しなかったが、プロジェクト目標達成に不可欠な活動が出てくることは

珍しいことではない。こうした場合には、双方が話し合って柔軟な対応を行う余裕も必要であ

る。 



付　属　資　料

１．PDM

２．Minutes of Meetings

３．評価グリッド
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妥

当
性

】
タ
ン
ザ
ニ
ア
地
方
自
治
研
修
能
力
強
化
計
画

終
了
時
評
価

大
項

目
小

項
目

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

、
上

位
目

標
は

L
G
R
P
に

合
致

し
て

い
る

か
L
G
R
P
 
Ⅱ

に
お

け
る

位
置

づ
け

・
タ

ン
ザ

ニ
ア

政
府

は
1
9
9
8
年

よ
り

L
G
R
P
を

通
じ

て
地

方
分

権
（

D
e
c
e
n
t
r
a
l
i
z
a
t
i
o
n
 
b
y
 
D
e
v
o
l
u
t
i
o
n
)
政

策
を

進
め

て
い

る
。

L
G
R
P
 
Ⅱ

で
は

地
方

自
治

体
の

能
力

強
化

を
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

の
ひ

と
つ

と
し

、
戦

略
の

ひ
と

つ
と

し
て

自
治

体
研

修
能

力
の

強
化

が
掲

げ
ら

れ
て

い
る

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

、
上

位
目

標
は

そ
の

他
関

連
政

策
に

合
致

し
て

い
る

か

公
務

員
研

修
政

策
に

お
け

る
位

置
づ

け
・

2
0
0
9
年

1
月

に
ド

ラ
フ

ト
が

完
成

し
た

公
務

員
研

修
政

策
（

国
会

承
認

待
ち

）
で

は
、

公
務

員
研

修
・

人
材

強
化

シ
ス

テ
ム

の
調

整
能

力
の

強
化

を
め

ざ
し

て
い

る
。

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

選
定

は
適

切
か

協
力

内
容

は
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

の
ニ

ー
ズ

に
合

致
し

て
い

る
か

地
方

自
治

庁
及

び
L
G
T
I
の

課
題

・ ・

地
方

自
治

体
へ

の
研

修
提

供
は

こ
れ

ま
で

効
果

的
に

運
営

管
理

さ
れ

て
お

ら
ず

、
地

方
自

治
体

は
よ

り
効

果
的

で
調

整
さ

れ
た

シ
ス

テ
ム

の
必

要
性

を
認

識
し

て
い

る
。

L
G
T
I
は

中
核

と
な

る
研

修
機

関
（

L
T
I
）

に
任

命
さ

れ
た

の
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

後
と

な
る

た
め

、
ま

た
、

L
T
I
は

新
し

い
役

目
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
必

ず
し

も
元

来
研

修
機

関
で

あ
っ

た
L
G
T
I
の

ニ
ー

ズ
と

合
致

は
し

て
い

な
い

。
し

か
し

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
当

初
の

L
G
T
I
所

長
は

L
T
I
と

し
て

の
役

割
に

大
い

に
関

心
を

持
っ

て
い

た
。

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

、
上

位
目

標
に

照
ら

し
、

適
切

な
レ

ベ
ル

、
規

模
か

地
方

自
治

庁
及

び
L
G
T
I
の

任
務

、
規

模
・

地
方

自
治

庁
は

研
修

を
含

む
地

方
自

治
体

の
能

力
強

化
の

主
管

官
庁

で
あ

り
、

地
方

自
治

体
に

対
す

る
研

修
提

供
の

管
理

も
地

方
自

治
庁

の
責

務
で

あ
る

。

L
G
T
I
は

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
と

し
て

適
切

か
L
G
T
I
が

L
T
I
に

選
ば

れ
た

経
緯

、
L
G
T
I
の

任
務

、
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
・ ・

L
G
T
I
は

地
方

自
治

庁
は

も
ち

ろ
ん

、
人

事
院

か
ら

も
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
よ

り
導

入
さ

れ
た

L
T
I
に

も
適

切
な

機
関

と
認

識
さ

れ
て

い
る

。
主

な
理

由
は

、
①

地
方

自
治

庁
の

傘
下

に
あ

る
研

修
機

関
で

あ
り

、
機

能
の

移
管

や
協

力
が

し
や

す
い

、
②

研
修

提
供

の
枠

組
み

を
管

理
し

て
い

く
機

関
は

公
的

機
関

で
あ

る
方

が
望

ま
し

い
こ

と
で

あ
る

。
ド

ナ
ー

か
ら

は
L
G
T
I
の

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

に
つ

い
て

の
懸

念
が

あ
る

が
、

L
T
I
と

し
て

の
業

務
は

他
の

ど
の

研
修

機
関

も
担

っ
た

こ
と

が
な

く
、

求
め

ら
れ

て
い

る
の

は
研

修
機

関
と

し
て

の
能

力
で

は
な

く
、

調
整

能
力

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

に
差

異
は

な
い

。

協
力

内
容

は
対

タ
ン

ザ
ニ

ア
国

別
援

助
計

画
に

沿
て

い
る

か
国

別
援

助
計

画
に

お
け

る
本

プ
ロ

ジ
ク

ト
の

位
置

づ
け

調
査

結
果

行
財

政
管

理
能

力
強

化
は

国
別

援
助

計
画

重
点

分
野

の
ひ

と
つ

で
あ

り
、

同
分

野
の

中
で

も
地

方
行

政
強

化
に

重
点

が
置

か
れ

て
い

る

評
価

設
問

必
要

な
デ

ー
タ

タ
ン

ザ
ニ

ア
の

政
策

と
合

致
し

て
い

る
か

日
本

の
援

助
政

策
・

方
針

に
合

致
し

て
い

る
か

援
助

計
画

に
沿

っ
て

い
る

か
ジ

ェ
ク

ト
の

位
置

づ
け

協
力

内
容

は
J
I
C
A
国

別
事

業
実

施
方

針
に

沿
っ

て
い

る
か

J
I
C
A
国

別
事

業
実

施
方

針
に

お
け

る
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
位

置
づ

け

ア
プ

ロ
ー

チ
は

適
切

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

タ
ン

ザ
ニ

ア
地

方
自

治
の

課
題

に
取

り
組

む
も

の
か プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

開
発

協
調

に
よ

り
相

乗
効

果
を

生
む

も
の

か
L
G
R
P
 
Ⅱ

と
の

関
係

・ ・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
で

あ
る

研
修

戦
略

は
L
G
R
P
 
Ⅱ

の
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

ひ
と

つ
で

あ
る

ほ
か

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

L
G
R
P
 
Ⅱ

の
諮

問
委

員
会

で
あ

る
H
R
M
T
F
を

研
修

戦
略

実
施

の
助

言
機

関
と

し
て

活
用

す
る

な
ど

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

L
G
R
P
 
Ⅱ

と
の

ア
ラ

イ
ン

メ
ン

ト
を

確
保

し
、

相
乗

効
果

を
生

む
デ

ザ
イ

ン
と

な
っ

て
い

る
。

研
修

戦
略

の
実

施
に

お
い

て
は

、
L
G
R
P
 
Ⅱ

の
下

で
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
・

ビ
ル

デ
ィ

ン
グ

グ
ラ

ン
ト

か
ら

の
資

金
動

員
が

期
待

さ
れ

て
い

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
日

本
の

他
の

協
力

と
相

乗
効

果
を

生
む

も
の

か
J
I
C
A
の

地
方

行
政

改
革

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

お
け

る
位

置
づ

け
・

実
施

中
の

地
方

自
治

強
化

の
た

め
の

参
加

型
計

画
策

定
と

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

開
発

強
化

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

（
O
&
O
D
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
）

も
L
G
T
I
を

研
修

拠
点

と
し

て
活

用
す

る
予

定
で

あ
り

、
今

後
具

体
的

に
相

乗
効

果
を

上
げ

る
方

法
を

検
討

す
る

予
定

。

置
か

れ
て

い
る

。

国
別

援
助

方
針

同
様

に
地

方
行

政
強

化
に

重
点

が
置

か
れ

て
い

る
。

地
方

自
治

体
の

能
力

強
化

は
L
G
R
P
 
Ⅱ

の
目

的
と

な
っ

て
お

り
、

そ
の

た
め

に
研

修
提

供
シ

ス
テ

ム
の

運
営

管
理

の
改

善
が

必
要

と
な

っ
て

い
る

。

針
に

合
致

し
て

い
る

か
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評
価

グ
リ
ッ
ド
　
【
有

効
性

】
タ
ン
ザ
ニ
ア
地
方
自
治
研
修
能
力
強
化
計
画

終
了
時
評
価

大
項

目
小

項
目

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
内

容
は

明
確

か
・ ・

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

に
つ

い
て

は
C
/
P
そ

れ
ぞ

れ
が

理
解

し
て

い
る

が
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

と
の

違
い

に
つ

い
て

は
関

係
者

間
で

明
確

で
は

な
い

。
指

標
2
の

「
L
G
T
I
の

組
織

的
な

再
編

成
」

は
、

構
造

的
な

再
編

成
で

は
な

く
、

移
管

業
務

に
係

る
実

施
準

備
が

完
了

す
る

こ
と

を
意

味
し

て
い

る
。

者
・

内
容

・
決

定
事

項
、

H
R
M
T
F
立

ち
上

げ
に

係
る

プ
ロ

セ
ス

、
イ

ン
フ

ォ
ー

マ
ル

な
会

合
（

回
数

、
参

加
者

、
内

容
等

）

各
会

合
参

加
者

・
内

容
・

決
定

事

の
役

割
に

つ
い

て
の

認
識

機
能

の
決

定
の

プ
ロ

セ
ス

と
結

果

機
能

を
担

う
の

に
必

要
な

L
T
I
の

組
織

・
人

員
体

制
の

整
備

状
況

機
能

に
係

る
業

務
実

施
状

況
と

実
績

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

達
成

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
手

段
が

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

に
な

っ
て

い
る

か
・

地
方

自
治

庁
の

組
織

横
断

的
調

整
能

力
（

指
標

1
）

に
つ

い
て

は
、

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
（

枠
組

み
の

導
入

）
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

（
調

整
能

力
向

上
）

の
手

段
と

な
っ

て
い

る

必
要

な
デ

ー
タ

L
G
T
I
の

L
T
I
と

し
て

の
役

割
・

機
能

を
担

う
た

め
の

体
制

は
構

築
さ

れ
て

い
る

か
（

指
標

2
）

2
0
0
9
年

7
月

に
D
C
Q
A
が

設
置

さ
れ

、
人

員
4
名

が
配

置
さ

れ
た

。
人

員
は

ま
だ

不
足

し
て

い
る

が
、

次
年

度
に

3
名

の
追

加
が

見
込

ま
れ

る
。

一
方

で
、

地
方

自
治

庁
か

ら
L
T
I
へ

の
実

質
的

な
業

務
移

管
は

、
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

に
て

移
管

機
能

の
オ

リ
エ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

が
行

わ
れ

た
の

み
で

、
具

体
的

な
ノ

ウ
ハ

ウ
や

手
法

に
つ

い
て

は
ま

だ
こ

れ
か

ら
で

あ
り

、
標

準
手

続
き

の
整

備
や

O
J
T
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

期
間

内
に

行
わ

れ
る

予
定

で
あ

る
。

・ ・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

計
画

と
実

績
関

係
者

意
見

関
係

者
意

見

調
査

結
果

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
期

間
内

に
達

成
さ

れ
る

見
込

み
か

地
方

自
治

体
研

修
に

係
る

地
方

自
治

庁
の

関
係

者
組

織
横

断
的

な
協

働
・

調
整

能
力

は
向

上
し

て
い

る
か

（
指

標
１

）

地
方

自
治

体
研

修
関

係
機

関
の

役
割

を
明

確
化

し
た

研
修

戦
略

の
策

定
、

戦
略

実
施

に
係

る
助

言
機

関
と

し
て

の
H
R
M
T
F
の

活
用

、
研

修
提

供
の

管
理

・
監

督
役

と
し

て
の

L
T
I
の

設
置

、
地

方
自

治
庁

の
部

局
間

及
び

L
G
T
I
と

の
間

の
内

部
調

整
メ

カ
ニ

ズ
ム

と
し

て
の

研
修

戦
略

実
施

W
G
の

設
置

に
よ

り
、

地
方

自
治

庁
を

中
心

と
す

る
、

地
方

自
治

体
へ

の
研

修
提

供
の

た
め

の
新

し
い

枠
組

み
が

で
き

た
。

L
T
I
は

ま
だ

準
備

期
間

中
で

あ
る

が
、

研
修

戦
略

は
完

成
し

、
地

方
自

治
庁

が
主

体
と

な
り

、
H
R
M
T
F
及

び
W
G
の

活
動

は
前

進
し

て
い

る
。

た
だ

し
、

調
整

、
特

に
会

合
開

催
に

関
す

る
調

整
に

つ
い

て
は

ま
だ

困
難

が
多

い
。

・ ・

(
1
)
H
R
M
T
F
の

会
合

数
、

各
会

合
参

加

(
2
)
W
G
I
T
S
の

活
動

内
容

、
会

合
頻

(
2
)
移

管
実

施
の

プ
ロ

セ
ス

・
方

法
(
3
)
研

修
戦

略
に

規
定

さ
れ

た
移

管

(
4
)
研

修
戦

略
に

規
定

さ
れ

た
移

管

評
価

設
問

(
3
)
H
R
M
T
F
、

W
G
メ

ン
バ

ー
間

の
各

自

(
1
)
地

方
自

治
庁

か
ら

L
T
I
へ

の
移

管

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
に

よ
っ

て
も

た
ら

さ
れ

る
も

の
か

（
因

果
関

係
）

ウ
ト

プ
ッ

ト
に

な
っ

て
い

る
か

・
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

（
調

整
能

力
向

上
）

の
手

段
と

な
っ

て
い

る
。

L
G
T
I
の

組
織

的
再

編
成

（
指

標
2
）

に
つ

い
て

は
、

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

差
が

必
ず

し
も

明
確

で
な

い
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

以
外

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
に

貢
献

し
た

要
因

は
あ

る
か

（
政

策
面

、
社

会
面

、
経

済
面

、
ニ

ー
ズ

の
変

化
等

）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

を
阻

害
す

る
要

因
は

あ
る

か

外
部

条
件

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
を

阻
害

し
て

い
な

い
か

・ ・
「

L
G
R
P
 
Ⅱ

の
開

始
」

は
遅

れ
た

が
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

に
影

響
は

な
い

。
「

公
務

員
研

修
政

策
の

施
行

」
に

つ
い

て
は

、
政

策
が

ま
だ

国
会

承
認

さ
れ

て
い

な
い

が
、

大
き

な
修

正
は

考
え

に
く

く
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

影
響

（
策

定
し

た
研

修
戦

略
へ

の
影

響
）

は
大

き
く

な
い

と
推

測
さ

れ
る

。
予

算
は

公
務

員
研

修
政

策
の

国
会

承
認

な
く

し
て

も
手

当
て

可
能

で
あ

る
。

た
だ

し
、

国
会

で
政

策
案

に
修

正
が

入
れ

ば
、

研
修

戦
略

も
多

少
の

修
正

が
必

要
と

な
る

可
能

性
は

あ
る

。

外
部

条
件

以
外

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

は
あ

る
か

関
係

者
意

見

（
実

績
表

に
同

じ
）

実
績

グ
リ

ッ
ド

調
査

結
果

を
参

照

関
係

者
意

見

L
G
R
P
 
Ⅱ

の
ス

テ
ー

タ
ス

P
O
-
P
S
M
の

研
修

政
策

の
ス

テ
ー

タ
ス

外
部

条
件

以
外

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

は
あ

る
か

特
に

確
認

さ
れ

な
か

っ
た

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

に
貢

献
し

た
要

因
は

何
か

特
に

確
認

さ
れ

な
か

っ
た

。
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評
価

グ
リ
ッ
ド
　
【
効

率
性

】
タ
ン
ザ
ニ
ア
地
方
自
治
研
修
能
力
強
化
計
画

終
了
時
評
価

大
項

目
小

項
目

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

は
予

定
ど

お
り

産
出

さ
れ

た
か

（
実

績
表

の
と

お
り

）

活
動

に
よ

り
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
が

生
ま

れ
た

か
（

因
果

関
係

）

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

産
出

に
過

不
足

な
い

活
動

で
あ

っ
た

か
投

入
実

績
、

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

実
績

関
係

者
意

見
・ ・

活
動

3
.
2
「

研
修

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

と
教

材
を

開
発

/
改

訂
す

る
手

続
き

の
準

備
」

は
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
3
「

L
T
I
と

し
て

の
基

盤
整

備
」

に
必

要
な

い
と

判
断

さ
れ

る
。

同
活

動
は

、
当

初
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
計

画
に

お
い

て
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
3
の

ス
コ

ー
プ

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期

間
に

対
し

て
大

き
か

っ
た

こ
と

か
ら

入
っ

て
い

た
活

動
で

あ
る

が
、

そ
の

後
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
3
の

内
容

が
明

確
化

さ
れ

た
際

に
は

既
に

終
了

し
て

い
た

た
め

に
P
D
M
に

残
っ

て
い

る
。

終
了

時
評

価
調

査
時

の
計

画
で

は
、

C
/
P
の

希
望

か
ら

、
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
2
の

「
研

修
戦

略
の

策
定

と
普

及
」

の
た

め
の

活
動

に
「

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

・
ビ

ル
デ

ィ
ン

グ
プ

ラ
ン

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

改
定

」
が

含
ま

れ
て

い
た

が
、

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

産
出

に
必

要
で

は
な

い
こ

と
、

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

的
に

期
間

内
に

終
了

で
き

な
い

こ
と

な
ど

か
ら

削
除

さ
れ

た
。

外
部

条
件

の
影

響
は

な
か

っ
た

か
・ ・

公
務

員
研

修
政

策
の

施
行

は
ま

だ
さ

れ
て

い
な

い
が

、
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

産
出

に
影

響
は

な
か

っ
た

。
L
G
R
P
 
Ⅱ

の
開

始
が

遅
れ

た
こ

と
に

よ
り

、
戦

略
を

策
定

す
る

た
め

の
議

論
の

場
と

し
て

H
R
M
T
F
を

活
用

す
る

こ
と

が
で

き
ず

、
個

別
協

議
に

切
り

替
え

た
。

そ
の

他
の

要
因

も
影

響
し

、
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
1
（

組
織

横
断

的
調

整
シ

ス
テ

ム
の

確
立

）
及

び
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
2
（

研
修

戦
略

の
策

定
）

の
産

出
の

時
期

が
当

初
計

画
と

比
較

す
る

と
大

幅
に

遅
れ

た
が

、
終

的
に

産
出

に
は

至
っ

た
。

外
部

条
件

以
外

に
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
産

出
を

阻
害

/
促

進
し

た
要

因
は

あ
る

か

投
入

実
績

、
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
実

績
関

係
者

意
見

専
門

家
の

M
M
、

専
門

分
野

、
派

遣
時

期
は

適
切

か
投

入
実

績
関

係
者

意
見

供
与

機
材

の
種

類
、

量
、

タ
イ

ミ
ン

グ
は

適
切

か
投

入
実

績
機

材
活

用
状

況
関

係
者

意
見

ロ
ー

カ
ル

コ
ス

ト
の

負
担

は
適

切

実
績

グ
リ

ッ
ド

調
査

結
果

を
参

照

地
方

自
治

庁
の

組
織

的
な

問
題

（
慢

性
的

な
人

員
不

足
と

多
忙

さ
、

会
議

開
催

手
続

き
な

ど
）

に
よ

り
、

多
く

の
活

動
が

遅
れ

、
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

産
出

時
期

に
影

響
を

与
え

た
。

専
門

家
の

M
M
、

専
門

分
野

、
派

遣
時

期
は

い
ず

れ
も

適
切

で
あ

っ
た

と
関

係
者

に
は

認
識

さ
れ

て
い

る
。

供
与

機
材

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

用
車

両
1
台

と
コ

ピ
ー

機
、

P
C
等

の
オ

フ
ィ

ス
機

器
程

度
で

あ
り

、
種

類
、

量
、

タ
イ

ミ
ン

グ
と

も
に

適
切

で
あ

っ
た

と
判

断
さ

れ
る

。

タ
ン

ザ
ニ

ア
側

の
ロ

ー
カ

ル
コ

ス
ト

の
負

担
が

な
い

点
は

問
題

で
あ

る
が

、
タ

ン
ザ

ニ
ア

政
府

の
予

算
サ

イ
ク

ル
に

合
わ

調
査

結
果

評
価

設
問

必
要

な
デ

ー
タ

活
動

を
行

う
の

に
適

切
な

量
・

質
・

タ
イ

ミ
ン

グ
の

投
入

で
あ

っ
た

か

ロ
カ

ル
コ

ス
ト

の
負

担
は

適
切

で
あ

っ
た

か

C
/
P
研

修
人

数
、

分
野

、
タ

イ
ミ

ン
グ

は
適

切
か

C
/
P
研

修
実

績
C
/
P
の

業
務

へ
の

活
用

度

C
/
P
の

人
数

、
能

力
・

専
門

分
野

、
配

置
期

間
は

適
切

か
C
/
P
配

置
実

績
関

係
者

意
見

活
動

は
予

定
ど

お
り

行
わ

れ
た

か
活

動
計

画
と

実
績

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

に
問

題
は

な
か

っ
た

か
関

係
者

意
見

・ ・

地
方

自
治

庁
内

部
局

間
の

調
整

が
十

分
で

な
く

、
重

要
な

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

に
参

加
が

得
ら

れ
な

い
こ

と
が

あ
っ

た
。

地
方

自
治

庁
の

C
/
P
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
割

く
こ

と
の

で
き

る
時

間
が

非
常

に
限

ら
れ

る
た

め
に

専
門

家
が

主
導

せ
ざ

る
を

得
な

い
場

面
が

多
々

あ
っ

た
。

（
詳

細
は

実
施

プ
ロ

セ
ス

グ
リ

ッ
ド

の
調

査
結

果
参

照
）

多
く

の
活

動
が

遅
れ

、
現

状
に

合
わ

せ
て

ワ
ー

ク
プ

ラ
ン

が
頻

繁
に

変
更

さ
れ

た
。

ま
た

、
終

的
に

2
0
1
0
年

2
月

に
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
3
が

明
確

化
し

た
こ

と
か

ら
、

関
連

す
る

活
動

は
当

初
計

画
か

ら
大

幅
に

変
更

さ
れ

た
。

（
詳

細
は

実
施

プ
ロ

セ
ス

グ
リ

ッ
ド

の
調

査
結

果
参

照
）

タ
ン

ザ
ニ

ア
側

の
ロ

カ
ル

コ
ス

ト
の

負
担

が
な

い
点

は
問

題
で

あ
る

が
、

タ
ン

ザ
ニ

ア
政

府
の

予
算

サ
イ

ク
ル

に
合

わ
せ

て
予

算
計

画
を

策
定

し
、

双
方

の
分

担
を

明
確

に
し

な
け

れ
ば

タ
ン

ザ
ニ

ア
側

は
対

応
で

き
な

い
た

め
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

側
の

予
算

の
透

明
化

を
要

す
る

。

C
/
P
研

修
に

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

中
心

で
あ

る
適

切
な

人
材

が
参

加
者

と
し

て
選

定
さ

れ
、

分
野

は
彼

ら
に

期
待

さ
れ

る
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

で
あ

っ
た

点
で

適
切

で
あ

っ
た

。
研

修
内

容
は

C
/
P
か

ら
非

常
に

高
く

評
価

さ
れ

て
い

る
。

他
に

効
率

性
を

阻
害

す
る

要
因

は
な

か
っ

た
か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

C
/
P
は

、
地

方
自

治
庁

、
L
G
T
I
と

も
に

全
員

適
切

な
職

位
と

職
務

の
人

材
で

あ
り

、
能

力
も

高
い

。
た

だ
し

、
地

方
自

治
庁

で
は

2
0
0
9
年

2
月

か
ら

1
名

減
員

に
な

っ
た

ま
ま

、
補

充
さ

れ
な

か
っ

た
。
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評
価

グ
リ
ッ
ド
　
【
効

率
性

】
タ
ン
ザ
ニ
ア
地
方
自
治
研
修
能
力
強
化
計
画

終
了
時
評
価

C
/
P
機

関
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

体
制

に
問

題
は

な
か

っ
た

か
関

係
者

意
見

・ ・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

を
中

心
に

実
施

体
制

は
明

確
で

あ
っ

た
が

、
共

同
作

業
な

ど
は

時
間

的
に

不
可

能
で

あ
っ

た
こ

と
は

活
動

の
効

率
性

を
損

ね
る

要
因

で
あ

っ
た

。
地

方
自

治
庁

は
、

組
織

と
し

て
部

局
間

の
業

務
分

担
状

況
や

、
全

般
的

な
業

務
量

、
出

張
の

多
さ

な
ど

、
チ

ー
ム

を
立

ち
上

げ
、

チ
ー

ム
と

し
て

活
動

で
き

る
組

織
体

制
に

な
っ

て
い

な
い

。

C
/
P
の

交
代

な
ど

の
影

響
は

な
か

っ
た

か
関

係
者

意
見

・
1
名

減
員

に
は

な
っ

た
が

、
特

に
大

き
な

影
響

は
な

か
っ

た
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
度

は
投

入
コ

ス
ト

に
見

合
っ

て
い

る
か

日
本

側
、

タ
ン

ザ
ニ

ア
側

投
入

実
績

関
係

者
意

見
・

業
務

調
整

を
兼

ね
た

長
期

専
門

家
1
名

、
短

期
専

門
家

延
べ

3
名

、
若

干
の

機
材

供
与

、
第

三
国

で
の

C
/
P
研

修
と

い
う

投
入

に
対

し
、

研
修

提
供

の
枠

組
み

と
い

う
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
は

大
き

い
と

い
え

る
。

し
か

し
、

新
し

い
枠

組
み

で
あ

る
た

め
、

シ
ス

テ
ム

が
今

後
機

能
し

て
い

く
よ

う
持

続
性

が
あ

る
程

度
確

保
さ

れ
る

こ
と

が
前

提
条

件
で

あ
る

。
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評
価
グ
リ
ッ
ド
　
【
イ
ン
パ
ク
ト
】

タ
ン
ザ
ニ
ア
地
方
自
治
研
修
能
力
強
化
計
画

終
了
時
評
価

大
項

目
小

項
目

上
位

目
標

は
発

現
が

見
込

ま
れ

る
か

・
研

修
戦

略
実

施
（

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
　

ン
実

施
）

の
進

捗
状

況
・

戦
略

目
標

へ
の

ロ
ー

ド
マ

ッ
プ

（
役

　
割

分
担

、
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
、

予
算

計
　

画
）

の
有

無

・
新

た
な

研
修

提
供

枠
組

み
は

で
き

た
ば

か
り

で
あ

り
、

効
果

を
予

測
す

る
段

階
に

な
い

。
研

修
提

供
シ

ス
テ

ム
の

効
　

率
・

効
果

の
改

善
は

、
研

修
戦

略
の

効
果

的
な

実
施

に
か

か
っ

て
い

る
が

、
現

段
階

で
は

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

(
ド

　
ラ

フ
ト

）
の

作
成

に
と

ど
ま

っ
て

い
る

。
予

算
の

確
保

も
こ

れ
か

ら
で

あ
る

が
、

L
G
R
P
 
Ⅱ

の
予

算
の

活
用

が
期

待
　

さ
れ

る
。

・
上

位
目

標
の

達
成

に
は

、
L
T
I
が

機
能

す
る

こ
と

が
前

提
で

あ
る

が
、

そ
の

た
め

に
は

、
①

L
T
I
の

更
な

る
強

化
（

地
　

方
自

治
庁

か
ら

移
管

さ
れ

た
機

能
に

関
す

る
分

野
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
強

化
対

象
と

な
ら

な
か

っ
た

分
野

の
両

　
方

）
、

②
研

修
提

供
管

理
に

お
い

て
重

要
な

役
割

を
果

た
す

こ
と

が
研

修
戦

略
に

て
想

定
さ

れ
て

い
る

州
行

政
府

と
　

の
協

働
関

係
の

構
築

が
不

可
欠

で
あ

る
。

地
方

自
治

体
研

修
評

価
結

果
新

た
な

研
修

提
供

枠
組

み
は

で
き

あ
が

っ
た

ば
か

り
の

た
め

、
研

修
改

善
の

見
込

み
予

測
は

現
時

点
で

は
難

し
い

。

上
位

目
標

達
成

を
阻

害
す

る
要

因
は

あ
る

か
研

修
戦

略
実

施
の

予
算

が
地

方
自

治
庁

と
L
T
I
に

配
分

さ
れ

る
見

込
み

は
高

い
か

研
修

戦
略

実
施

予
算

の
見

込
み

（
L
G
R
P

Ⅱ
の

予
算

含
む

）
・

研
修

戦
略

は
2
0
1
0
年

5
月

に
承

認
さ

れ
た

ば
か

り
で

あ
り

、
予

算
は

ま
だ

確
保

で
き

て
い

な
い

が
、

C
/
P
、

専
門

家
と

も
に

一
部

は
　

L
G
R
P
 
Ⅱ

か
ら

の
予

算
捻

出
が

期
待

で
き

る
と

考
え

て
い

る
。

・
L
T
I
と

し
て

来
年

度
（

2
0
1
1
年

度
）

必
要

な
予

算
は

既
に

L
G
T
I
か

ら
請

求
が

さ
れ

て
い

る
。

た
だ

し
、

新
た

な
予

算
と

な
る

た
め

、
　

早
急

の
予

算
増

は
難

し
い

見
込

み
。

・
H
R
M
T
F
会

合
予

算
は

今
後

L
G
R
P
 
Ⅱ

か
ら

捻
出

す
る

予
定

で
あ

っ
た

が
、

今
の

と
こ

ろ
目

処
が

立
っ

て
い

な
い

。

地
方

自
治

庁
と

L
G
T
I
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
が

離
職

し
な

い
見

込
み

は
高

い
か

地
方

自
治

庁
と

L
G
T
I
に

お
け

る
離

職
率

・
異

動
の

現
状

・
地

方
自

治
庁

、
L
G
T
I
の

ど
ち

ら
に

お
い

て
も

離
職

の
可

能
性

は
低

い
。

し
か

し
、

異
動

は
十

分
考

え
ら

れ
る

。

外
部

条
件

の
ほ

か
に

上
位

目
標

達
成

を
阻

害
す

る
要

因
は

な
い

か
関

係
者

意
見

上
位

目
標

を
達

成
す

る
た

め
に

L
T
I
の

更
な

る
強

化
が

必
要

で
あ

る
。

現
在

D
C
Q
A
職

員
は

相
当

の
業

務
を

抱
え

て
お

り
、

今
後

更
に

業
務

が
増

え
る

こ
と

が
見

込
ま

れ
る

こ
と

か
ら

、
ま

ず
ス

タ
ッ

フ
増

員
が

必
要

で
あ

る
。

こ
の

点
は

、
所

長
に

よ
れ

ば
次

年
度

よ
り

3
名

の
増

員
が

見
込

ま
れ

る
。

上
位

目
標

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
の

結
果

も
た

ら
さ

れ
る

も
の

か
（

因
果

関
係

）

上
位

目
標

の
手

段
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

に
な

っ
て

い
る

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
計

画
関

係
者

認
識

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
手

段
で

は
あ

る
が

、
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
3
の

ス
コ

ー
プ

が
狭

め
ら

れ
た

結
果

と
し

て
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
は

L
T
I
の

能
力

強
化

の
一

部
し

か
扱

っ
て

い
な

い
（

地
方

自
治

庁
か

ら
移

管
さ

れ
た

機
能

に
関

す
る

も
の

と
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
・

教
材

開
発

）
。

よ
っ

て
、

移
管

機
能

以
外

に
L
T
I
と

し
て

求
め

ら
れ

る
機

能
に

つ
い

て
も

能
力

強
化

が
必

要
で

あ
る

。
D
C
Q
A
ス

タ
ッ

フ
は

特
に

実
践

的
研

修
の

教
授

法
コ

ー
ス

・
教

材
開

発
ス

キ
ル

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

行
っ

た
が

ま
だ

十
分

で
な

い
）

な
ど

の
分

野
を

挙
げ

て
い

る

調
査

結
果

評
価

設
問

必
要

な
デ

ー
タ

地
方

自
治

体
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
た

研
修

が
調

整
さ

れ
た

形
で

戦
略

的
か

つ
持

続
的

に
実

施
さ

れ
る

か
（

指
標

1
：

地
方

自
治

体
研

修
提

供
シ

ス
テ

ム
の

効
率

・
効

果
の

改
善

度
、

指
標

2
：

地
方

自
治

体
に

お
け

る
ス

タ
ッ

フ
研

修
の

改
善

度
）

関
係

）
研

修
の

教
授

法
、

コ
ー

ス
・

教
材

開
発

ス
キ

ル
（

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
行

っ
た

が
、

ま
だ

十
分

で
な

い
）

な
ど

の
分

野
を

挙
げ

て
い

る
。

ま
た

D
C
Q
A
は

、
移

管
機

能
に

つ
い

て
も

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

維
持

の
た

め
の

I
T
ス

キ
ル

、
コ

ー
ス

レ
ビ

ュ
ー

ス
キ

ル
な

ど
に

つ
い

て
能

力
強

化
の

必
要

性
を

訴
え

て
い

る
。

上
位

目
標

の
発

現
に

よ
り

上
位

計
画

・
政

策
に

影
響

を
与

え
る

か

研
修

政
策

策
定

（
改

定
）

へ
の

影
響

は
あ

る
か

関
係

者
意

見
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

内
容

は
現

在
国

会
承

認
待

ち
の

政
策

案
に

沿
っ

た
も

の
で

あ
る

た
め

、
新

た
な

影
響

は
特

に
想

定
さ

れ
て

い
な

い
。

研
修

予
算

面
へ

の
影

響
は

あ
っ

た
か

関
係

者
意

見
確

認
さ

れ
な

か
っ

た
。

地
方

自
治

体
局

（
人

事
課

）
、

L
G
T
I

の
組

織
運

営
管

理
へ

の
正

負
の

影
響

は
あ

っ
た

か

関
係

者
意

見
特

に
確

認
さ

れ
な

か
っ

た
。

L
G
T
I
以

外
の

地
方

自
治

研
修

機
関

へ
の

予
期

せ
ぬ

影
響

は
あ

っ
た

か
関

係
者

意
見

研
修

戦
略

の
普

及
も

ま
だ

行
わ

れ
て

い
な

い
た

め
、

他
研

修
機

関
へ

の
影

響
は

ま
だ

な
い

。

他
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
影

響
や

L
G
R
P

Ⅱ
へ

の
影

響
は

あ
っ

た
か

関
係

者
意

見
戦

略
が

承
認

さ
れ

た
ば

か
り

で
あ

る
た

め
、

ま
だ

確
認

さ
れ

て
い

な
い

。

上
記

以
外

の
予

期
し

な
い

正
負

の
影

響
は

あ
っ

た
か

関
係

者
意

見
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
H
R
M
T
F
を

活
用

し
た

こ
と

に
よ

り
、

L
G
R
P
 
Ⅰ

と
Ⅱ

の
間

で
休

眠
状

態
に

あ
っ

た
T
F
の

活
性

化
を

促
し

た
。

・
研

修
提

供
の

管
理

に
関

す
る

業
務

が
L
G
T
I
に

移
管

さ
れ

た
こ

と
に

よ
り

、
多

忙
を

極
め

る
地

方
自

治
庁

の
業

務
負

担
の

減
少

と
業

務
　

効
率

性
の

向
上

が
期

待
さ

れ
る

。

上
位

目
標

以
外

の
予

期
せ

ぬ
影

響
は

あ
る

か

－68－



評
価

グ
リ
ッ
ド
　
【
持

続
性

】
タ
ン
ザ
ニ
ア
地
方
自
治
研
修
能
力
強
化
計
画

終
了
時
評
価

大
項

目
小

項
目

政
策

・
制

度
面

研
修

戦
略

実
施

へ
の

支
援

は
得

ら
れ

る
か

研
修

戦
略

実
施

に
つ

い
て

の
政

府
方

針 L
G
R
P
 
Ⅱ

に
お

け
る

研
修

戦
略

の
位

置
づ

け

調
整

役
・

戦
略

実
施

監
督

役
が

引
き

続
き

H
R
M
T
F
に

よ
り

担
わ

れ
る

か

H
R
M
T
F
の

T
O
R

H
R
M
T
F
の

今
後

に
つ

い
て

の
政

府
見

解

・ ・

H
R
M
T
F
の

T
O
R
案

（
次

回
会

合
で

合
意

の
予

定
）

に
は

研
修

戦
略

実
施

に
係

る
助

言
が

含
ま

れ
て

お
り

、
メ

ン
バ

ー
も

そ
の

よ
う

に
理

解
し

て
い

る
（

「
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
」

は
H
R
M
T
F
の

役
目

で
は

な
い

と
い

う
の

が
メ

ン
バ

ー
の

理
解

）
。

た
だ

し
、

会
合

の
日

程
調

整
は

引
き

続
き

困
難

を
極

め
る

と
思

わ
れ

る
。

L
G
T
I
は

L
T
I
と

し
て

の
支

援
を

政
府

よ
り

受
け

ら
れ

る
か

L
T
I
の

役
割

と
研

修
政

策
・

戦
略

に
お

け
る

位
置

づ
け

L
T
I
に

対
す

る
地

方
自

治
庁

の
支

援
方

針
L
T
I
に

対
す

る
L
G
R
P
 
Ⅱ

ほ
か

の
支

援
計

画

組
織

・
財

政
面

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
、

研
修

戦
略

を
実

施
し

て
い

く
組

織
能

力
が

地
方

自
治

庁
に

備
わ

っ
て

い
る

か

W
G
の

T
O
R
及

び
活

動
状

況
、

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

の
ス

テ
ー

タ
ス

及
び

実
施

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
体

制
、

人
材

配
置

状
況

・ ・

W
G
は

、
T
O
R
が

明
確

化
さ

れ
、

そ
れ

に
従

っ
て

、
戦

略
実

施
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
（

ド
ラ

フ
ト

）
の

策
定

、
地

方
自

治
庁

か
ら

L
G
T
I
へ

の
研

修
提

供
管

理
機

能
の

移
管

な
ど

を
進

め
て

お
り

、
こ

れ
ま

で
の

と
こ

ろ
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
主

導
し

て
は

い
る

が
、

機
能

し
て

い
る

。
し

か
し

、
組

織
内

部
局

間
調

整
が

必
ず

し
も

円
滑

で
な

い
と

い
う

問
題

を
抱

え
て

い
る

。
地

方
自

治
体

局
人

事
課

の
人

員
不

足
と

過
大

な
業

務
負

担
は

依
然

と
し

て
続

い
て

い
る

。
し

か
し

、
現

在
組

織
改

革
の

動
き

が
あ

り
、

こ
れ

ら
の

問
題

の
軽

減
が

期
待

さ
れ

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
、

地
方

自
治

庁
（

及
び

L
G
T
I
）

が
研

修
戦

略
を

実
施

し
て

い
く

予
算

を
確

保
で

き
る

か

予
算

見
込

み
・ ・

研
修

戦
略

は
2
0
1
0
年

5
月

に
承

認
さ

れ
た

ば
か

り
で

あ
り

、
予

算
は

ま
だ

確
保

で
き

て
い

な
い

が
、

C
/
P
、

専
門

家
共

に
一

部
は

L
G
R
P
 
Ⅱ

か
ら

の
予

算
捻

出
が

期
待

で
き

る
と

考
え

て
い

る
。

L
T
I
が

機
能

す
る

た
め

の
大

前
提

は
来

年
度

予
算

確
保

で
あ

る
。

必
要

な
予

算
は

既
に

L
G
T
I
か

ら
請

求
が

さ
れ

て
い

る
が

こ
れ

を
確

実
に

確
保

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い

研
修

戦
略

は
政

府
の

セ
ク

タ
ー

・
プ

ロ
グ

ラ
ム

で
あ

る
L
G
R
P
 
Ⅱ

の
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

2
の

一
部

で
あ

る
こ

と
、

L
G
R
P
 
Ⅱ

の
諮

問
機

関
で

あ
る

H
R
M
T
F
で

も
合

意
さ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
実

施
に

対
す

る
支

援
が

見
込

ま
れ

る
。

L
T
I
は

研
修

戦
略

に
明

確
に

位
置

づ
け

ら
れ

て
お

り
、

人
事

院
、

地
方

自
治

庁
は

L
G
T
I
の

L
T
I
任

命
を

強
く

支
持

し
て

い
る

。
L
G
R
P
 
Ⅱ

に
お

い
て

は
L
T
I
を

中
心

と
し

た
新

し
い

研
修

提
供

シ
ス

テ
ム

が
想

定
さ

れ
て

い
る

わ
け

で
は

な
い

が
、

H
R
M
T
F
の

メ
ン

バ
ー

は
L
T
I
の

コ
ン

セ
プ

ト
を

支
持

し
て

い
る

。

評
価

設
問

必
要

な
デ

ー
タ

調
査

結
果

き
る

か
・

が
、

こ
れ

を
確

実
に

確
保

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

H
R
M
T
F
会

合
予

算
は

今
後

L
G
R
P
 
Ⅱ

か
ら

捻
出

す
る

予
定

で
あ

っ
た

が
、

今
の

と
こ

ろ
目

処
が

立
っ

て
い

な
い

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
、

L
T
I
と

し
て

の
新

し
い

機
能

を
継

続
・

拡
大

し
て

い
く

組
織

能
力

が
L
G
T
I
に

あ
る

か

D
C
Q
A
へ

の
人

材
の

配
置

状
況

、
L
G
T
I

5
カ

年
戦

略
（

現
在

リ
バ

イ
ス

中
）

の
ス

テ
ー

タ
ス

、
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
の

実
施

体
制

、
ト

ッ
プ

の
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト

の
状

況

・ ・ ・

D
C
Q
A
に

は
現

在
4
名

の
ス

タ
ッ

フ
が

配
置

さ
れ

て
い

る
が

、
次

年
度

3
名

増
員

が
予

定
さ

れ
て

い
る

。
L
T
I
と

し
て

の
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
は

す
で

に
ド

ラ
フ

ト
が

作
成

さ
れ

て
お

り
、

L
G
T
I
の

5
カ

年
戦

略
計

画
の

レ
ビ

ュ
ー

の
際

に
組

み
込

ま
れ

る
こ

と
が

計
画

さ
れ

て
い

る
。

L
T
I
と

し
て

の
業

務
へ

の
所

長
の

理
解

及
び

コ
ミ

ッ
ト

メ
ン

ト
に

つ
い

て
は

一
貫

性
に

欠
け

る
部

分
が

あ
る

が
、

所
長

は
D
C
Q
A
や

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
対

し
必

要
な

サ
ポ

ー
ト

を
迅

速
に

提
供

し
て

き
て

い
る

。

技
術

面
地

方
自

治
庁

か
ら

L
T
I
に

移
転

さ
れ

た
技

術
は

L
T
I
に

根
付

い
て

い
く

か

技
術

の
定

着
度

に
対

す
る

関
係

者
意

見 人
材

の
離

職
率

・
異

動
状

況

・ ・ ・

こ
れ

ま
で

の
と

こ
ろ

機
能

移
管

に
つ

い
て

は
、

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
に

て
オ

リ
エ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

が
行

わ
れ

る
に

と
ど

ま
っ

て
お

り
、

今
後

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

内
で

標
準

手
続

き
の

整
備

を
行

う
。

た
だ

し
、

手
続

き
の

試
行

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期

間
内

に
は

で
き

な
い

。
現

段
階

で
は

、
支

援
な

し
で

移
管

さ
れ

た
機

能
を

果
た

す
自

信
は

D
C
Q
A
に

は
つ

い
て

お
ら

ず
、

残
り

の
期

間
で

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
支

援
は

も
ち

ろ
ん

、
実

践
に

際
し

て
は

地
方

自
治

庁
か

ら
の

サ
ポ

ー
ト

が
不

可
欠

で
あ

る
。

人
材

の
離

職
の

可
能

性
は

低
い

が
、

新
た

な
人

材
が

予
定

さ
れ

て
い

る
た

め
、

こ
れ

ら
の

人
材

に
早

急
に

必
要

な
ス

キ
ル

を
習

得
さ

せ
る

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。

そ
の

他
上

記
以

外
に

自
立

発
展

性
の

阻
害

・
貢

献
要

因
は

あ
る

か
関

係
者

意
見

特
に

確
認

さ
れ

な
か

っ
た

。
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評
価
グ
リ
ッ
ド
　
【
実
施
プ
ロ
セ
ス
】

タ
ン
ザ
ニ
ア
地
方
自
治
研
修
能
力
強
化
計
画

終
了
時
評
価

大
項

目
小

項
目

必
要

な
デ

ー
タ

情
報

源
調

査
結

果

活
動

は
計

画
ど

お
り

実
施

さ
れ

て
い

る
か

活
動

に
遅

れ
や

支
障

が
あ

れ
ば

、
そ

の
原

因
は

何
か

活
動

計
画

と
実

績
関

係
者

認
識

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

記
録

専
門

家
報

告
書

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家

遅
れ

や
支

障
へ

の
対

処
は

適
切

だ
っ

た
か

対
処

内
容

、
関

係
者

認
識

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

記
録

専
門

家
報

告
書

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
に

変
化

は
見

ら
れ

る
か

活
動

の
プ

ロ
セ

ス
に

お
い

て
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

の
意

識
や

行
動

に
変

化
は

見
ら

れ
る

か

地
方

自
治

体
局

、
組

織
開

発
局

、
L
G
T
I
に

お
け

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
協

力
姿

勢
や

関
心

の
変

化
に

つ
い

て
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
に

よ
る

評
価

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
組

織
開

発
局

L
G
T
I
（

所
長

・
D
C
Q
A
）

本
件

専
門

家
専

門
員

変
化

が
あ

る
場

合
、

そ
の

原
因

は
何

か
関

係
者

意
見

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
組

織
開

発
局

L
G
T
I
（

所
長

・
D
C
Q
A
）

本
件

専
門

家
専

門
員

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ
ネ

ジ
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
体

制
は

ど
の

よ
う

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
仕

組
み

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
は

タ
ン

ザ
ニ

ア
側

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
と

日
本

人
長

期

・
多

く
の

活
動

が
当

初
計

画
か

ら
遅

れ
た

。
主

な
原

因
は

地
方

自
治

庁
内

で
会

議
開

催
手

続
き

に
か

か
る

　
時

間
、

地
方

自
治

庁
の

慢
性

的
な

人
員

不
足

に
よ

る
C
/
P
の

時
間

不
足

で
あ

っ
た

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

　
基

本
的

に
ワ

ー
ク

プ
ラ

ン
の

頻
繁

な
変

更
に

よ
り

対
処

し
た

。
当

初
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
計

画
や

ワ
ー

ク
プ

　
ラ

ン
の

予
見

性
に

も
問

題
が

あ
っ

た
と

思
わ

れ
る

が
、

本
質

的
な

問
題

は
組

織
的

な
も

の
で

あ
る

た
　

め
、

他
の

方
法

で
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
よ

る
コ

ン
ト

ロ
ー

ル
は

難
し

か
っ

た
と

思
わ

れ
る

。
・

L
G
R
P
Ⅱ

の
開

始
は

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

に
至

る
外

部
条

件
の

ひ
と

つ
だ

が
、

こ
の

遅
れ

に
よ

り
、

H
R
M
T
F
を

　
戦

略
ド

ラ
フ

ト
策

定
の

議
論

の
場

と
す

る
当

初
予

定
は

難
し

く
な

り
、

活
動

を
変

更
（

策
定

に
係

る
個

　
別

コ
ン

サ
ル

テ
ー

シ
ョ

ン
）

及
び

追
加

（
中

心
関

係
者

の
利

害
関

係
調

整
の

場
と

し
て

の
W
G
の

設
置

）
　

し
、

外
部

条
件

の
影

響
を

最
小

限
に

と
ど

め
た

。
・

2
0
1
0
年

2
月

に
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
3
の

ス
コ

ー
プ

が
明

確
化

さ
れ

、
そ

れ
に

応
じ

て
活

動
が

当
初

計
画

よ
り

　
大

幅
に

縮
小

さ
れ

た
。

実
施

プ
ロ

セ
ス

の
問

題
と

い
う

よ
り

、
当

初
計

画
内

容
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

期
間

　
に

比
し

現
実

的
で

な
く

あ
い

ま
い

で
あ

っ
た

こ
と

が
主

た
る

原
因

で
あ

り
、

計
画

プ
ロ

セ
ス

に
大

き
な

　
問

題
が

あ
る

が
、

2
月

時
点

の
対

処
と

し
て

は
適

切
で

あ
っ

た
と

思
わ

れ
る

。

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

策
定

し
た

研
修

戦
略

は
地

方
自

治
庁

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
ミ

ー
テ

ィ
ン

グ
で

2
回

議
論

　
さ

れ
て

お
り

、
次

官
承

認
も

得
て

い
る

こ
と

か
ら

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

レ
ベ

ル
で

の
戦

略
に

対
す

る
認

識
は

　
高

ま
っ

た
。

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

通
じ

、
地

方
自

治
庁

と
L
G
T
I
の

協
力

関
係

、
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

が
深

ま
っ

た
こ

　
と

が
C
/
P
よ

り
指

摘
さ

れ
て

い
る

。
・

特
に

D
C
Q
A
の

C
/
P
の

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
意

識
の

変
化

は
専

門
家

か
ら

も
指

摘
さ

れ
て

い
る

。

1
/
3

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

は
適

切
か

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

体
制

は
ど

の
よ

う
な

も
の

だ
っ

た
か

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
仕

組
み

、
人

員
、

分
掌

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家
専

門
家

報
告

書

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

は
タ

ン
ザ

ニ
ア

側
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

と
日

本
人

長
期

専
門

家
が

中
心

と
な

っ
て

行
わ

れ
た

。
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
が

上
司

で
あ

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
マ

ネ
ジ

ャ
ー

に
報

告
、

部
下

に
指

示
を

与
え

る
形

で
行

わ
れ

た
。

意
思

決
定

や
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
内

の
調

整
（

特
に

地
方

自
治

体
局

人
事

課
と

組
織

開
発

局
,
 
両

者
と

L
G
T
I

間
）

は
円

滑
に

行
わ

れ
た

か

関
係

者
意

見
地

方
自

治
体

局
(
人

事
課

)
組

織
開

発
局

L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家
J
I
C
A
事

務
所

・
地

方
自

治
庁

の
部

局
間

の
調

整
は

必
ず

し
も

上
手

く
い

っ
て

お
ら

ず
、

組
織

開
発

局
の

活
動

と
プ

ロ
ジ

　
ェ

ク
ト

活
動

と
の

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

調
整

に
問

題
が

あ
り

、
重

要
な

活
動

に
組

織
開

発
局

が
参

加
で

き
な

　
い

こ
と

が
あ

っ
た

。
局

長
を

通
じ

て
行

う
連

絡
チ

ャ
ネ

ル
の

非
効

率
性

も
あ

っ
た

。
・

L
G
T
I
と

地
方

自
治

庁
（

地
方

自
治

体
局

人
事

課
）

と
の

調
整

は
ス

ム
ー

ズ
で

あ
り

、
両

者
間

及
び

L
G
T
I

　
と

長
期

専
門

家
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
円

滑
で

あ
っ

た
。

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
体

制
は

ど
の

よ
う

な
も

の
だ

っ
た

か
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

仕
組

み
、

人
員

、
頻

度
地

方
自

治
体

局
(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

は
計

画
ど

お
り

に
行

わ
れ

た
か

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
実

施
状

況
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
記

録
地

方
自

治
体

局
(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家

行
わ

れ
な

か
っ

た
場

合
、

そ
の

原
因

は
何

か
関

係
者

認
識

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
規

模
が

小
さ

く
、

ま
た

、
C
/
P
間

で
進

捗
の

共
有

は
必

要
に

応
じ

行
わ

れ
て

い
た

こ
と

か
ら

、
関

係
者

に
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

必
要

性
の

認
識

は
な

く
、

特
に

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
た

め
の

体
制

を
組

ん
で

進
捗

を
チ

ェ
ッ

ク
す

る
こ

と
は

な
か

っ
た

。

1
/
3
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評
価
グ
リ
ッ
ド
　
【
実
施
プ
ロ
セ
ス
】

タ
ン
ザ
ニ
ア
地
方
自
治
研
修
能
力
強
化
計
画

終
了
時
評
価

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

は
適

切
か

C
/
P
の

主
体

性
は

確
保

さ
れ

て
い

た
か

各
活

動
に

お
け

る
C
/
P
の

役
割

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家

・
地

方
自

治
庁

で
は

C
/
P
の

意
識

も
責

任
感

も
高

い
が

、
他

業
務

に
よ

り
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
に

割
く

こ
　

と
の

で
き

る
時

間
が

限
ら

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
最

終
的

に
専

門
家

が
主

導
す

る
こ

と
を

余
儀

な
く

さ
　

れ
た

活
動

が
多

く
、

専
門

家
に

頼
る

体
制

が
で

き
あ

が
っ

て
い

る
。

・
L
G
T
I
に

お
い

て
は

、
C
/
P
を

含
む

D
C
Q
A
職

員
の

コ
ミ

ッ
ト

メ
ン

ト
、

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
と

も
に

高
い

　
が

、
ま

だ
新

し
い

業
務

遂
行

を
独

立
し

て
で

き
る

自
信

を
つ

け
る

に
は

至
っ

て
い

な
い

。

C
/
P
と

専
門

家
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
円

滑
に

行
わ

れ
た

か

関
係

者
認

識
地

方
自

治
体

局
(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家

す
べ

て
の

C
/
P
、

専
門

家
と

も
に

非
常

に
円

滑
で

あ
っ

た
と

し
て

い
る

。

C
/
P
間

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
円

滑
で

あ
っ

た
か

全
員

で
の

会
合

の
頻

度
関

係
者

認
識

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
組

織
開

発
局

L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家

・
地

方
自

治
庁

部
局

間
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

公
式

で
あ

る
場

合
は

局
長

を
通

し
て

行
わ

ざ
る

を
　

得
ず

、
非

効
率

的
で

あ
っ

た
が

、
そ

れ
以

外
は

円
滑

で
あ

っ
た

と
全

C
/
P
が

認
識

し
て

い
る

。
・

L
G
T
I
と

地
方

自
治

庁
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
に

も
問

題
は

な
く

、
C
/
P
は

協
力

関
係

が
深

ま
っ

た
と

　
認

識
し

て
い

る
。

関
係

機
関

と
の

連
携

は
円

滑
に

行
わ

れ
た

か
J
I
C
A
事

務
所

と
の

連
携

状
況

P
O
-
P
S
M
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
状

況
セ

ク
タ

ー
省

庁
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
状

況

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家
J
I
C
A
事

務
所

・
P
O
-
P
S
M
、

ド
ナ

ー
機

関
と

は
戦

略
策

定
、

H
R
M
T
F
な

ど
に

お
い

て
で

き
る

限
り

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
　

ン
が

取
ら

れ
て

い
る

が
、

会
合

開
催

の
難

し
さ

等
か

ら
円

滑
と

は
い

え
な

い
部

分
が

あ
る

。
・

セ
ク

タ
ー

省
庁

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
当

初
に

研
修

戦
略

の
対

象
と

し
な

い
こ

と
が

関
係

者
間

で
合

意
　

さ
れ

て
い

た
た

め
、

連
絡

は
取

っ
て

い
な

い
。

関
係

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
の

連
携

は
円

滑
に

行
わ

れ
た

か
L
G
R
P
 
Ⅱ

と
の

連
携

状
況

O
&
O
D
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

の
連

携
状

況
他

の
地

方
自

治
体

研
修

関
連

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
の

連
携

状
況

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家
O
&
O
D
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｼ
ﾞ
ｪ
ｸ
ﾄ
専

門
家

J
I
C
A
事

務
所

他
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｼ
ﾞ
ｪ
ｸ
ﾄ
（

I
n
W
e
n
t
ﾌ
ﾟ

ﾛ
ｼ
ﾞ
ｪ
ｸ
ﾄ
）

関
係

者

・
L
G
R
P
 
Ⅱ

と
の

ア
ラ

イ
ン

メ
ン

ト
は

常
に

意
識

さ
れ

て
お

り
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

計
画

、
実

施
に

お
い

て
　

も
連

携
が

取
ら

れ
て

い
る

（
実

績
グ

リ
ッ

ド
調

査
結

果
参

照
）

。
・

O
&
O
D
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

の
連

携
は

こ
れ

か
ら

検
討

さ
れ

る
と

こ
ろ

で
あ

る
。

・
I
n
W
e
n
t
支

援
に

よ
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
は

重
複

を
避

け
る

努
力

が
な

さ
れ

、
今

後
同

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

　
の

成
果

を
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
て

活
用

す
る

こ
と

が
検

討
さ

れ
て

い
る

。

C
/
P
（

特
に

L
G
T
I
)
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
目

標
を

明
確

に
理

解
し

て
い

C
/
P
(
責

任
者

含
む

）
の

認
識

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

所
長

及
び

D
C
Q
A
)

C
/
P
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
対

す
る

意
欲

/
認

識
は

高
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
目

標
、

活
動

の
す

べ
て

を
非

常
に

よ
く

理
解

し
て

い
る

。
組

織
開

発
局

の
C
/
P
は

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

と
自

分
に

関
連

す
る

活
動

に
つ

い
て

は
明

確
に

理
解

し

2
/
3

ト
の

目
標

を
明

確
に

理
解

し
て

い
る

か
L
G
T
I
（

所
長

及
び

D
C
Q
A
)

組
織

開
発

局
本

件
専

門
家

J
I
C
A
事

務
所

C
/
P
（

特
に

L
G
T
I
)
は

活
動

計
画

を
十

分
把

握
し

て
い

る
か

C
/
P
の

認
識

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家

適
切

な
C
/
P
が

配
置

さ
れ

た
か

C
/
P
配

置
実

績
関

係
者

認
識

C
/
P
配

置
実

績
表

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家

そ
れ

ぞ
れ

の
職

務
に

照
ら

し
、

適
切

な
部

署
か

ら
適

切
な

C
/
P
が

配
置

さ
れ

て
い

る
。

C
/
P
の

異
動

に
際

し
適

切
な

対
応

が
取

ら
れ

て
い

る
か

C
/
P
配

置
実

績
C
/
P
、

専
門

家
の

認
識

C
/
P
配

置
実

績
表

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家

地
方

自
治

庁
地

方
自

治
体

局
人

事
課

の
C
/
P
が

1
名

異
動

と
な

っ
た

が
、

補
充

は
さ

れ
て

い
な

い
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

内
の

定
期

的
な

会
合

が
行

わ
れ

、
記

録
が

取
ら

れ
て

い
る

か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

会
合

実
績

会
合

記
録

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家

C
/
P
の

多
忙

さ
か

ら
、

定
期

的
な

会
合

は
難

し
く

、
必

要
に

応
じ

会
合

が
も

た
れ

た
。

記
録

は
な

い
。

対
す

る
意

欲
/
認

識
は

高
い

か
て

い
る

。
組

織
開

発
局

の
C
/
P
は

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

と
自

分
に

関
連

す
る

活
動

に
つ

い
て

は
明

確
に

理
解

し
て

い
る

が
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

に
つ

い
て

は
あ

い
ま

い
で

あ
る

。
L
G
T
I
の

C
/
P
は

L
T
I
に

係
る

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

、
活

動
に

つ
い

て
は

明
確

に
理

解
し

て
い

る
。

2
/
3
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評
価
グ
リ
ッ
ド
　
【
実
施
プ
ロ
セ
ス
】

タ
ン
ザ
ニ
ア
地
方
自
治
研
修
能
力
強
化
計
画

終
了
時
評
価

J
I
C
A
事

務
所

か
ら

の
支

援
は

十
分

で
あ

っ
た

か
ど

の
よ

う
な

形
で

の
支

援
が

行
わ

れ
た

か
（

運
営

指
導

等
）

支
援

内
容

運
営

指
導

記
録

J
I
C
A
事

務
所

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家
専

門
員

支
援

が
不

足
し

て
い

た
点

は
あ

る
か

関
係

者
認

識
J
I
C
A
事

務
所

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家

そ
の

他
、

実
施

プ
ロ

セ
ス

で
問

題
は

な
か

っ
た

か

問
題

の
内

容
と

影
響

、
対

応
策

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家
J
I
C
A
事

務
所

専
門

員
専

門
家

報
告

書
運

営
指

導
報

告
書

C
/
P
の

要
望

に
よ

り
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
産

出
に

必
ず

し
も

必
要

な
い

活
動

が
追

加
さ

れ
た

（
最

終
的

に
削

除
さ

れ
た

）
こ

と
は

、
適

切
な

プ
ロ

セ
ス

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

と
い

い
難

い
点

で
あ

る
。

・
J
I
C
A
事

務
所

は
H
R
M
T
F
へ

の
出

席
や

ド
ド

マ
で

の
特

別
な

イ
ベ

ン
ト

な
ど

に
出

席
す

る
等

、
プ

ロ
ジ

ェ
　

ク
ト

が
必

要
と

す
る

際
に

は
支

援
が

あ
っ

た
と

C
/
P
は

認
識

し
て

い
る

。
・

2
度

の
運

営
指

導
に

よ
り

、
活

動
の

大
幅

な
前

進
や

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
軌

道
修

正
が

可
能

と
な

り
、

非
　

常
に

効
果

的
で

あ
っ

た
。

特
に

2
0
1
0
年

2
月

に
P
D
M
が

作
成

さ
れ

た
こ

と
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

残
り

の
　

期
間

に
や

る
べ

き
こ

と
を

明
確

に
し

た
点

で
大

き
な

貢
献

で
あ

っ
た

。
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
当

初
計

画
の

あ
い

ま
い

さ
、

単
独

専
門

家
に

よ
る

直
営

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
あ

る
こ

　
と

、
出

だ
し

か
ら

活
動

が
進

ま
な

か
っ

た
こ

と
を

考
慮

す
る

と
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

当
初

の
J
I
C
A

　
事

務
所

か
ら

の
支

援
が

十
分

で
あ

っ
た

か
に

は
疑

問
が

残
る

。

3
/
3

3
/
3
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評
価
グ
リ
ッ
ド
　
【
実
績
】

タ
ン
ザ
ニ
ア
地
方
自
治
研
修
能
力
強
化
計
画

終
了
時
評
価

大
項

目
中

項
目

小
項

目
必

要
な

デ
ー

タ
情

報
源

調
査

結
果

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

は
予

定
ど

お
り

産
出

さ
れ

て
い

る
か

地
方

自
治

庁
主

導
に

よ
る

地
方

自
治

体
向

け
研

修
の

調
整

メ
カ

ニ
ズ

ム
は

確
立

し
た

か
（

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

1
）

H
R
M
T
F
の

L
G
A
研

修
の

助
言

委
員

会
と

し
て

機
能

し
て

い
る

か
（

指
標

1
）

(
1
)
H
R
M
T
F
の

構
成

メ
ン

バ
ー

(
2
)
H
R
M
T
F
の

役
割

(
3
)
H
R
M
T
F
の

会
合

数
、

決
定

　
事

項

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
H
R
M
T
F
の

T
O
R
,
 
議

事
録

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
績

表
H
R
M
T
F
の

メ
ン

バ
ー

・
H
R
M
T
F
の

メ
ン

バ
ー

に
は

地
方

自
治

体
研

修
に

お
い

て
重

要
な

役
割

を
担

う
組

織
が

含
ま

れ
る

　
が

、
セ

ク
タ

ー
省

庁
は

含
ま

れ
て

い
な

い
。

・
T
F
は

研
修

を
含

む
地

方
自

治
体

の
人

事
全

般
に

係
る

助
言

を
行

う
。

研
修

に
関

し
て

は
自

治
　

体
の

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

と
ス

キ
ル

の
ギ

ャ
ッ

プ
、

研
修

戦
略

実
施

に
関

す
る

助
言

な
ど

が
役

割
　

で
あ

る
。

こ
れ

ま
で

に
2
回

会
合

が
行

わ
れ

、
議

題
に

は
、

研
修

戦
略

や
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
・

　
ビ

ル
デ

ィ
ン

グ
・

グ
ラ

ン
ト

、
地

方
自

治
研

修
所

（
L
G
T
I
)
の

「
中

核
と

な
る

研
修

機
関

　
（

L
T
I
)
」

へ
の

任
命

な
ど

、
研

修
に

関
係

す
る

も
の

が
含

ま
れ

た
。

た
だ

し
、

四
半

期
ご

と
　

と
さ

れ
る

会
合

の
開

催
は

メ
ン

バ
ー

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
等

に
よ

り
困

難
と

な
っ

て
い

る
。

研
修

戦
略

実
施

は
L
G
R
P

Ⅱ
及

び
研

修
政

策
に

ア
ラ

イ
ン

し
て

い
る

か
（

指
標

2
）

(
1
)
研

修
戦

略
と

L
G
R
P
 
Ⅱ

と
　

の
間

の
関

係
・

実
施

に
お

　
け

る
ア

レ
ン

ジ
メ

ン
ト

　
（

予
算

、
人

員
、

調
整

機
　

能
等

）
(
2
)
研

修
戦

略
と

公
務

員
研

　
修

政
策

と
の

間
の

関
係

及
　

び
そ

れ
ぞ

れ
に

お
け

る
関

　
係

者
の

役
割

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
H
R
M
T
F
議

事
録

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
績

表
研

修
戦

略
実

施
I
m
p
l
e
m
e
n
t
a
t
i
o
n
 
p
l
a
n

・
研

修
戦

略
の

策
定

は
L
G
R
P
 
Ⅱ

の
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

2
の

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
ひ

と
つ

で
あ

る
。

　
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

研
修

戦
略

実
施

の
助

言
機

関
と

し
て

L
G
R
P
 
Ⅱ

の
諮

問
委

員
会

で
あ

る
H
R
M
T
F

　
を

活
用

し
、

ま
た

、
戦

略
実

施
を

担
う

W
G
も

L
G
R
P
 
Ⅱ

の
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

2
の

実
施

を
支

援
す

　
る

こ
と

を
意

識
し

て
構

成
さ

れ
て

お
り

、
L
G
R
P
 
Ⅱ

と
の

ア
ラ

イ
ン

メ
ン

ト
を

確
保

す
る

各
種

　
策

が
取

ら
れ

て
い

る
。

・
研

修
戦

略
は

2
0
1
0
年

5
月

に
承

認
さ

れ
た

ば
か

り
で

あ
り

、
ま

だ
予

算
面

で
の

ア
レ

ン
ジ

メ
ン

　
ト

は
さ

れ
て

い
な

い
。

・
研

修
戦

略
は

、
公

務
員

研
修

政
策

(
案

)
を

補
完

す
る

形
で

策
定

さ
れ

、
内

容
面

で
の

ア
ラ

イ
ン

　
メ

ン
ト

は
確

保
さ

れ
て

い
る

。
た

だ
し

、
政

策
は

ま
だ

国
会

承
認

さ
れ

て
い

な
い

。

戦
略

の
内

容
と

詳
細

を
議

論
す

る
研

修
戦

略
実

施
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

（
W
G
I
T
S
)
が

確
立

さ
れ

た
か

（
指

標
3
）

(
1
)
研

修
戦

略
実

施
W
G
の

構
　

成
メ

ン
バ

ー
(
2
)
W
G
I
T
S
の

役
割

(
3
)
W
G
I
T
S
の

活
動

内
容

、
会

　
合

の
頻

度
、

各
会

合
へ

の
　

参
加

者
、

会
合

の
内

容
、

　
決

定
事

項
、

（
W
G
以

外
　

の
、

イ
ン

フ
ォ

ー
マ

ル
な

会
合

も
含

む
）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
績

表
H
R
M
T
F
議

事
録

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
本

件
専

門
家

2
0
1
0
年

2
月

に
地

方
自

治
庁

関
係

部
局

及
び

L
T
I
か

ら
成

る
W
G
が

結
成

さ
れ

た
。

W
G
は

、
戦

略
実

施
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
の

策
定

、
戦

略
実

施
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
報

告
、

L
G
T
I
の

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

・
デ

ィ
ベ

ロ
ッ

プ
メ

ン
ト

な
ど

を
担

う
。

こ
れ

ま
で

に
3
度

の
会

合
が

開
か

れ
、

戦
略

実
施

に
お

け
る

地
方

自
治

庁
、

L
T
I
の

役
割

や
前

者
か

ら
後

者
へ

の
機

能
移

管
な

ど
が

行
わ

れ
た

。
し

か
し

、
機

能
移

管
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

に
は

、
移

管
す

る
機

能
を

担
っ

て
い

る
組

織
開

発
局

が
不

参
加

で
、

地
方

自
治

庁
部

局
間

の
協

力
体

制
に

懸
念

が
残

る
。

1
/
3

会
合

も
含

む
）

研
修

戦
略

が
策

定
さ

れ
、

承
認

さ
れ

た
か

（
指

標
1
）

(
1
)
研

修
戦

略
の

正
式

承
認

状
　

況
(
2
)
H
R
M
T
F
メ

ン
バ

ー
の

戦
略

　
の

理
解

度
（

H
R
M
T
F
の

役
　

割
、

各
機

関
の

役
割

）

地
方

自
治

体
局

(
人

事
課

)
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

績
表

H
R
M
T
F
メ

ン
バ

ー

・
戦

略
は

2
0
1
0
年

5
月

に
地

方
自

治
庁

次
官

に
よ

り
承

認
さ

れ
た

。
・

戦
略

の
ド

ラ
フ

ト
は

H
R
M
T
F
の

会
合

で
発

表
さ

れ
、

後
日

コ
メ

ン
ト

も
受

け
付

け
ら

れ
た

。
　

し
か

し
、

人
事

院
か

ら
の

メ
ン

バ
ー

の
戦

略
の

理
解

度
は

高
く

な
く

、
研

修
政

策
が

国
会

承
認

　
さ

れ
て

い
な

い
た

め
人

事
院

内
で

は
戦

略
に

つ
い

て
議

論
さ

れ
て

い
な

い
。

ド
ナ

ー
メ

ン
バ

ー
　

（
S
i
d
a
、

ア
イ

ル
ラ

ン
ド

）
の

理
解

度
は

高
い

と
思

わ
れ

る
が

、
L
G
T
I
の

L
T
I
と

し
て

の
キ

ャ
　

パ
シ

テ
ィ

に
つ

い
て

は
ま

だ
懐

疑
的

で
あ

る
。

具
体

的
な

研
修

戦
略

実
施

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

が
策

定
さ

れ
た

か
（

指
標

2
）

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

の
内

容
（

役
割

分
担

、
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
）

、
ス

テ
ー

タ
ス

研
修

戦
略

、
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
（

I
m
p
l
e
m
e
n
t
a
t
i
o
n

P
l
a
n
)

2
0
1
2
年

度
末

ま
で

の
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
の

ド
ラ

フ
ト

が
2
0
1
0
年

3
月

に
W
G
に

よ
り

作
成

さ
れ

、
ア

ク
シ

ョ
ン

ご
と

の
実

施
機

関
も

特
定

さ
れ

た
。

W
G
に

て
L
T
I
の

戦
略

計
画

、
L
G
R
P
 
Ⅱ

の
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
を

反
映

さ
せ

て
完

成
さ

せ
る

こ
と

が
予

定
さ

れ
て

い
る

。

W
G
I
T
S
が

設
立

さ
れ

た
か

（
指

標
3
）

W
G
の

メ
ン

バ
ー

・
T
O
R
、

活
動

内
容

W
G
 
T
O
R

W
G
活

動
記

録
/
会

合
議

事
録

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

1
指

標
3
の

調
査

結
果

参
照

C
a
p
a
c
i
t
y
 
B
u
i
l
d
i
n
g

P
l
a
n
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
改

定
案

が
で

き
た

か
（

指
標

4
）

改
定

案
策

定
プ

ロ
セ

ス
と

内
容

C
B
P
の

改
定

案
W
G
会

合
議

事
録

（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
産

出
に

不
要

か
つ

、
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
的

に
も

無
理

が
あ

る
た

め
、

議
論

の
結

果
、

P
D
M
（

案
）

か
ら

本
指

標
及

び
関

連
す

る
活

動
を

削
除

）

地
方

自
治

体
向

け
研

修
に

係
る

包
括

的
な

中
期

戦
略

が
策

定
さ

れ
、

関
係

機
関

に
周

知
徹

底
さ

れ
た

か
（

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

2
）

1
/
3
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評
価
グ
リ
ッ
ド
　
【
実
績
】

タ
ン
ザ
ニ
ア
地
方
自
治
研
修
能
力
強
化
計
画

終
了
時
評
価

研
修

戦
略

と
新

し
い

L
G
A
研

修
提

供
枠

組
み

に
つ

い
て

の
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
に

ど
の

程
度

理
解

さ
れ

た
か

（
指

標
5
）

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
参

加
者

の
カ

バ
ー

率
、

参
加

者
か

ら
の

反
応

等

普
及

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
の

報
告

書
戦

略
が

承
認

さ
れ

た
ば

か
り

の
た

め
、

今
後

普
及

活
動

を
実

施
の

予
定

。
た

だ
し

、
1
0
月

に
総

選
挙

が
あ

る
た

め
、

大
々

的
な

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
開

催
は

困
難

と
な

る
可

能
性

が
あ

る
。

L
T
I
が

任
命

さ
れ

、
L
T
I

に
お

い
て

新
し

い
職

務
を

担
う

部
署

が
設

置
さ

れ
た

か
（

指
標

1
）

(
1
)
L
T
I
の

任
命

状
況

(
2
)
L
T
I
に

お
け

る
新

部
署

の
　

設
置

状
況

と
責

務
(
3
)
L
T
I
と

既
存

の
L
G
T
I
業

務
　

と
の

関
係

の
整

理
状

況

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
績

表
戦

略
実

施
W
G
活

動
記

録
/
会

合
議

事
録

L
G
T
I
（

D
C
Q
A
)

L
G
T
I
 
5
カ

年
戦

略
（

現
在

リ
バ

イ
ス

中
）

・
L
T
I
は

2
0
0
9
年

1
1
月

に
地

方
自

治
庁

次
官

に
よ

り
正

式
に

任
命

。
活

動
の

更
な

る
遅

延
を

避
け

　
る

た
め

、
L
G
T
I
で

は
正

式
任

命
に

先
立

っ
て

新
機

能
受

入
準

備
が

進
め

ら
れ

、
7
月

に
は

調
　

整
・

品
質

管
理

部
（

D
C
Q
A
)
が

設
置

さ
れ

た
。

・
L
T
I
3
カ

年
戦

略
計

画
と

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

の
ド

ラ
フ

ト
が

策
定

さ
れ

、
L
G
T
I
の

5
カ

年
戦

略
　

計
画

の
レ

ビ
ュ

ー
の

際
に

組
み

込
ま

れ
る

予
定

。

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

及
び

教
材

開
発

の
方

法
、

メ
カ

ニ
ズ

ム
が

L
T
I
に

伝
授

さ
れ

、
機

能
し

て
い

る
か

（
指

標
2
）

(
1
)
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
及

び
教

　
材

開
発

の
活

動
実

績
(
2
)
開

発
さ

れ
た

教
材

・
カ

　
リ

キ
ュ

ラ
ム

及
び

マ
ニ

ュ
　

ア
ル

の
使

用
状

況

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
績

表
L
G
T
I
(
D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家
教

材
開

発
マ

ニ
ュ

ア
ル

・
L
T
I
正

式
任

命
に

先
立

ち
、

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

・
教

材
開

発
活

動
が

実
施

さ
れ

、
コ

ー
ス

・
教

材
　

開
発

、
試

行
、

修
正

が
実

施
さ

れ
、

関
係

者
は

ひ
と

と
お

り
の

方
法

を
実

践
し

、
マ

ニ
ュ

ア
ル

　
も

準
備

さ
れ

た
。

た
だ

し
、

開
発

さ
れ

た
コ

ー
ス

・
教

材
内

容
に

は
ま

だ
改

善
点

が
多

い
。

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期

間
内

に
は

、
開

発
し

た
コ

ー
ス

の
活

用
は

予
定

さ
れ

て
い

な
い

。

地
方

自
治

庁
か

ら
L
T
I

へ
の

ノ
ウ

ハ
ウ

、
方

法
・

メ
カ

ニ
ズ

ム
等

が
ど

の
程

度
移

管
さ

れ
た

か
（

指
標

3
）

(
1
)
研

修
戦

略
に

規
定

さ
れ

　
た

移
管

機
能

(
2
)
移

管
に

係
る

活
動

の
実

績
(
3
)
移

管
後

の
活

動
の

実
績

研
修

戦
略

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
績

表
W
G
活

動
記

録
地

方
自

治
体

局
(
人

事
課

)
L
G
T
I
(
D
C
Q
A
)

本
件

専
門

家

・
移

管
機

能
は

W
G
会

合
に

て
決

定
し

、
2
0
1
0
年

5
月

の
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

に
よ

り
地

方
自

治
庁

に
　

よ
る

オ
リ

エ
ン

テ
ー

シ
ョ

ン
が

実
施

さ
れ

、
公

式
的

な
移

管
が

完
了

し
た

。
・

D
C
Q
A
は

ま
だ

新
機

能
を

担
う

準
備

中
で

、
移

管
機

能
に

関
す

る
具

体
的

な
ノ

ウ
ハ

ウ
や

手
法

に
　

つ
い

て
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

期
間

中
に

標
準

手
続

き
の

整
備

や
O
J
T
な

ど
を

通
じ

て
習

得
の

予
定

　
で

あ
る

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
計

画
ど

お
り

達
成

さ
れ

る
見

込
み

か

首
相

府
地

方
自

治
庁

の
地

方
自

治
体

研
修

に
係

る
管

理
能

力
は

向
上

し
て

L
G
A
研

修
に

係
る

地
方

自
治

庁
の

関
係

者
組

織
横

断
的

な
協

働
・

調
整

能
力

は
向

上
し

て
い

る

(
1
)
H
R
M
T
F
の

会
合

数
、

各
会

　
合

参
加

者
・

内
容

・
決

定
　

事
項

、
H
R
M
T
F
立

ち
上

げ
プ

ロ
セ

ス
イ

ン
フ

ォ

H
R
M
T
F
議

事
録

戦
略

実
施

W
G
記

録
H
R
M
T
F
メ

ン
バ

ー
戦

略
実

施
W
G
メ

ン
バ

・
地

方
自

治
体

研
修

関
係

機
関

の
役

割
を

明
確

化
し

た
研

修
戦

略
の

策
定

、
戦

略
実

施
に

係
る

助
　

言
機

関
と

し
て

の
H
R
M
T
F
の

活
用

、
研

修
提

供
の

管
理

・
監

督
役

と
し

て
の

L
T
I
の

設
置

、
地

方
　

自
治

庁
の

部
局

間
及

び
L
G
T
I
と

の
間

の
内

部
調

整
メ

カ
ニ

ズ
ム

と
し

て
の

研
修

戦
略

実
施

W
G
の

設
置

に
よ

り
地

方
自

治
庁

を
中

心
と

す
る

地
方

自
治

体
へ

の
研

修
提

供
の

た
め

の
新

し
い

中
核

研
修

機
関

（
L
T
I
)
に

選
定

さ
れ

た
機

関
の

L
T
I
と

し
て

の
基

盤
が

で
き

た
か

（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
3
）

2
/
3

る
見

込
み

か
能

力
は

向
上

し
て

る
か

能
力

は
向

上
し

て
い

る
か

（
指

標
１

）
プ

ロ
セ

ス
、

イ
ン

フ
ォ

ー
　

マ
ル

な
会

合
（

回
数

、
参

　
加

者
、

内
容

等
）

(
2
)
W
G
I
T
S
の

活
動

内
容

、
会

　
合

頻
度

、
各

会
合

参
加

　
者

・
内

容
・

決
定

事
項

(
3
)
H
R
M
T
F
及

び
W
G
メ

ン
バ

ー
　

間
の

各
自

の
役

割
に

つ
い

　
て

の
認

識

戦
略

実
施

W
G
メ

ン
バ

ー
本

件
専

門
家

　
設

置
に

よ
り

、
地

方
自

治
庁

を
中

心
と

す
る

、
地

方
自

治
体

へ
の

研
修

提
供

の
た

め
の

新
し

い
　

枠
組

み
が

で
き

た
。

・
L
T
I
は

ま
だ

準
備

期
間

中
で

あ
る

が
、

研
修

戦
略

は
完

成
し

、
地

方
自

治
庁

が
主

体
と

な
り

、
　

H
R
M
T
F
及

び
W
G
の

活
動

は
前

進
し

て
い

る
。

た
だ

し
、

調
整

、
特

に
会

合
開

催
に

関
す

る
調

整
　

に
つ

い
て

は
ま

だ
困

難
が

多
い

。

L
G
T
I
の

L
T
I
と

し
て

の
役

割
・

機
能

を
担

う
た

め
の

体
制

は
構

築
さ

れ
て

い
る

か
（

指
標

2
）

(
1
)
地

方
自

治
庁

か
ら

L
T
I
へ

　
の

移
管

機
能

の
決

定
の

プ
　

ロ
セ

ス
と

結
果

(
2
)
移

管
実

施
の

プ
ロ

セ
　

ス
・

方
法

(
3
)
移

管
機

能
を

担
う

の
に

　
必

要
な

L
T
I
の

組
織

・
人

　
員

体
制

の
整

備
状

況
(
4
)
移

管
機

能
に

係
る

業
務

　
実

績

L
G
T
I
 
5
カ

年
戦

略
（

現
在

リ
バ

イ
ス

中
）

の
ス

テ
ー

タ
ス

W
G
活

動
記

録
/
会

合
議

事
録

H
R
M
T
F
会

合
議

事
録

運
営

指
導

報
告

書
研

修
戦

略
地

方
自

治
局

(
L
G
A
人

事
課

）
組

織
開

発
局

L
G
T
I
-
D
C
Q
A

・
2
0
0
9
年

7
月

に
D
C
Q
A
が

設
置

さ
れ

、
人

員
4
名

が
配

置
さ

れ
た

。
人

員
は

ま
だ

不
足

し
て

い
る

　
が

、
2
0
1
1
年

度
に

3
名

の
追

加
が

見
込

ま
れ

る
。

・
一

方
で

、
地

方
自

治
庁

か
ら

L
T
I
へ

の
実

質
的

な
業

務
移

管
は

、
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

に
て

移
管

　
機

能
の

オ
リ

エ
ン

テ
ー

シ
ョ

ン
が

行
わ

れ
た

の
み

で
、

具
体

的
な

ノ
ウ

ハ
ウ

や
手

法
に

つ
い

て
　

は
ま

だ
こ

れ
か

ら
で

あ
り

、
標

準
手

続
き

の
整

備
や

O
J
T
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

期
間

内
に

行
わ

れ
　

る
予

定
で

あ
る

。

2
/
3
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評
価
グ
リ
ッ
ド
　
【
実
績
】

タ
ン
ザ
ニ
ア
地
方
自
治
研
修
能
力
強
化
計
画

終
了
時
評
価

L
G
A
研

修
提

供
シ

ス
テ

ム
の

効
率

性
と

効
果

は
ど

の
程

度
改

善
し

て
い

る
か

（
指

標
1
）

・
研

修
戦

略
実

施
（

ア
ク

シ
　

ョ
ン

プ
ラ

ン
実

施
）

の
見

　
込

み
・

戦
略

目
標

へ
の

ロ
ー

ド
マ

　
ッ

プ
（

役
割

分
担

、
予

算
　

計
画

）
の

有
無

戦
略

実
施

I
m
p
l
e
m
e
n
t
a
t
i
o
n
 
P
l
a
n

・
新

た
な

研
修

提
供

枠
組

み
は

で
き

た
ば

か
り

で
あ

り
、

効
果

を
予

測
す

る
段

階
に

な
い

。
研

修
　

提
供

シ
ス

テ
ム

の
効

率
・

効
果

の
改

善
は

、
研

修
戦

略
の

効
果

的
な

実
施

に
か

か
っ

て
い

る
　

が
、

現
段

階
で

は
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
(
ド

ラ
フ

ト
）

の
作

成
に

と
ど

ま
っ

て
い

る
。

予
算

の
　

確
保

も
こ

れ
か

ら
で

あ
る

が
、

L
G
R
P
 
Ⅱ

の
予

算
の

活
用

が
期

待
さ

れ
る

。
・

上
位

目
標

の
達

成
に

は
、

L
T
I
が

機
能

す
る

こ
と

が
前

提
で

あ
る

が
、

そ
の

た
め

に
は

、
①

L
T
I

　
の

更
な

る
強

化
（

地
方

自
治

庁
か

ら
移

管
さ

れ
た

機
能

に
関

す
る

分
野

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

強
　

化
対

象
と

な
ら

な
か

っ
た

分
野

の
両

方
）

、
②

研
修

提
供

管
理

に
お

い
て

重
要

な
役

割
を

果
た

　
す

こ
と

が
研

修
戦

略
に

て
想

定
さ

れ
て

い
る

州
行

政
府

と
の

協
働

関
係

の
構

築
が

不
可

欠
で

あ
　

る
。

L
G
A
の

研
修

は
ど

の
程

度
改

善
し

て
い

る
か

（
指

標
2
）

L
G
A
研

修
評

価
結

果
地

方
自

治
体

局
（

人
事

課
）

L
G
T
I

新
た

な
研

修
提

供
枠

組
み

は
で

き
あ

が
っ

た
ば

か
り

の
た

め
、

研
修

改
善

の
見

込
み

予
測

は
現

時
点

で
は

難
し

い
。

専
門

家
派

遣
M
M
、

専
門

分
野

、
派

遣
時

期
、

派
遣

期
間

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
績

表
長

期
専

門
家

（
地

方
行

政
/
業

務
調

整
）

2
5
M
M
、

短
期

専
門

家
（

研
修

戦
略

策
定

）
4
M
M
、

同
（

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

教
材

作
成

）
4
M
M
、

同
（

組
織

管
理

）
2
M
M

供
与

機
材

、
供

与
時

期
、

金
額

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
績

表
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
用

車
両

1
台

、
P
C
・

コ
ピ

ー
機

な
ど

の
オ

フ
ィ

ス
機

材
（

3
6
0
万

円
）

C
/
P
研

修
の

人
数

、
期

間
、

参
加

者
職

務
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

績
表

2
0
1
0
年

3
月

に
C
/
P
 
4
名

が
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
で

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ
・

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

研
修

受
講

。

C
/
P
の

配
置

実
績

、
職

務
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

績
表

・
地

方
自

治
庁

延
べ

7
名

：
マ

ネ
ジ

ャ
ー

2
名

（
地

方
自

治
体

局
長

→
代

行
）

、
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
　

タ
ー

1
名

（
同

局
人

事
担

当
副

局
長

）
、

ほ
か

4
名

（
同

局
2
名

、
組

織
開

発
局

1
名

、
M
I
S
担

当
　

1
名

）
・

L
G
T
I
：

2
0
0
9
年

5
月

よ
り

1
名

（
D
C
Q
A
部

長
に

就
任

）

タ
ン

ザ
ニ

ア
側

オ
フ

ィ
ス

設
置

実
績

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
績

表
専

門
家

用
執

務
室

（
地

方
自

治
庁

）
、

短
期

専
門

家
執

務
ス

ペ
ー

ス
（

L
G
T
I
)
、

会
議

室

タ
ン

ザ
ニ

ア
側

ロ
ー

カ
ル

コ
ロ

ー
カ

ル
コ

ス
ト

支
出

明
光

熱
費

の
み

地
方

自
治

体
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
た

研
修

が
調

整
さ

れ
た

形
で

戦
略

的
か

つ
持

続
的

に
実

施
さ

れ
る

か

投
入

実
績

上
位

目
標

は
計

画
ど

お
り

達
成

さ
れ

る
見

込
み

か 投
入

は
計

画
ど

お
り

行
わ

れ
た

か

3
/
3

タ
ン

ザ
ニ

ア
側

ロ
カ

ル
コ

ス
ト

負
担

ロ
カ

ル
コ

ス
ト

支
出

明
細

光
熱

費
の

み

3
/
3

－75－
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